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主任研究者 佐渡充洋 慶應義塾大学精神神経科学教室 助教

研究要旨 

背景 

 急速な高齢化に伴い、認知症患者の数も急激に増加している。それにともない、認知

症の社会的な負担も増大しており、諸外国ではすでに、認知症の社会的コストを推計す

るために、疾病費用研究がいくつも実施されている。このように、医療の枠をこえ、社

会全体の大きな問題になりつつある認知症に対して、ヨーロッパ諸国やアメリカなどで

は、医療や健康の問題といった個別の問題ではなく、社会全体が取り組むべき国家的な

問題としてこの問題を捉え、国家戦略を策定したうえで、その対応、解決に取り組んで

いる。

 日本では、認知症の有病率、有病者数の推計が発表されたが、社会的なコストについ

ての研究は筆者が知る限りこれまでにほとんど実施されていない。

 そこで、本研究では、我が国における認知症の社会的コストを明らかにすることを最

終的な目標に、今年度は以下の 5 つの課題に取り組むこととした。 

（研究 1）認知症に関する医療費の推計 

（研究 2）認知症の介護費の推計 

（研究 3）認知症のインフォーマルケア時間の調査 

（研究 4）認知症のインフォーマルケアコストの推計 

（研究 5）認知症の社会的コストの将来推計 

方法 

 （研究 1）では、2011年 10月分の診療報酬明細書（以下、レセプトと略す）のデー

タベースを用いて、患者の性別・年齢・疾患・治療日数から保険点数を予測するモデル

式を作成し、認知症に関する 2011年の年間医療費を推計した。データベースは、DPC

（Diagnosis Procedure Combination）以外の入院レセプト、DPC の入院レセプト、及

び外来レセプトに分かれているため、個別に推計した医療費を最後に合計した。ただし、

DPC では保険点数が削除されていたため、DPC以外の入院レセプトから推計した 1人あ

たりの認知症に係る医療費と DPCにおける認知症患者数を掛け、医療費を推計した。ま

た、2011年における 1人あたり医療費と性年齢階級別の認知症患者の割合を、2014年

の人口構成にあてはめ、2014年の年間医療費を推計した。 

 （研究 2）では、Y市における介護レセプトデータを重回帰分析等の手法を用いて解

析し、認知症の有無による介護費の比の推計を行い、その結果を全国の介護サービス受

給者の要介護度ごとの費用、人数等に外挿し、日本における認知症の介護費の推計を行

った。介護費は在宅介護費と施設介護費に分けて推計を行った。 

 （研究 3）では、認知症介護者を対象とした調査研究を行い、インフォーマルケア時

間として日常生活動作（Activity of Daily Living：ADL）と手段的日常生活動作

（Instrumental Activity of Daily Living：IADL）を設定した場合の、要介護度別平
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均インフォーマルケア時間を算出した（実測値）。また、調査票のサンプルから、重回

帰モデルを用いてインフォーマルケア時間を推計するためのモデル式を作成し、そのモ

デルを用いて、実測値同様に要介護度別のインフォーマルケア時間の予測値を推計した。 

 （研究 4）では、（研究 3）で明らかになった、調査票に基づくインフォーマルケア時

間の重回帰モデルに、全国の要介護者の人口統計データを外挿し、日本における 2014

年の認知症のインフォーマルケアコストを推計した。 

 （研究 5）では、（研究 1）から（研究 4）で計算した認知症に関する 2014 年の医療

費、介護費およびインフォーマルケアコストを国立社会保障・人口問題研究所の将来推

計人口によって変化させるモデルにより将来推計した。推計は 2015年から 2060 年まで

の 5年毎に計算した。 

結果と考察 

 （研究 1）では、全国の認知症に関する年間の医療費は、2011年では、入院医療は約

8,781 億円、外来医療は約 8,498億円、合計約 1兆 7,278億円、2014年では、入院医療

費は 9,703億円、外来医療費は 9,412億円、合計 1兆 9,114億円と推計した(表 1、2)。 

（研究 2）では、日本における 2014年の介護費は 6兆 4,441億 500 万円と推計され

た。介護費の内訳として在宅介護費 3兆 5,281億 2,200万円、施設介護費 2兆 9,159億

8,300 万円であった（表 3）。 

 （研究 3）からは、調査票サンプルにおける認知症要介護者 1人あたりの平均インフ

ォーマルケア時間は、実測値による平均で 25.71時間/週（標準偏差 20.47）と推計さ

れた。重回帰分析による予測値は、強制投入法で 25.71時間/週（標準偏差 9.09）で

あることが明らかとなった。モデルの調整済み決定係数は 0.181と必ずしも高いもので

はなかったが、平均値を予測する目的での使用には問題ないと判断した。 

 （研究 4）では、インフォーマルケアに Activity of Daily Living（以下 ADL）と

Instrumental Activity of Daily Living（以下 IADL）とを含めた場合、日本における

認知症要介護者１人あたりのインフォーマルケア時間（時間/週）は、24.97（標準偏差 

5.68）であることが明らかとなった(表 8)。また、インフォーマルケアコストは総計で

年間 6兆 1,584億円 (95%信頼区間:6兆 1,250億円 — 6 兆 1,918億円)と推計された。

また要介護者 1人あたりの年間インフォーマルケアコスト（万円/年）は、382.1 (95%

信頼区間 380.0 – 384.2)と推計された(表 9)。 本推計は、介護サービス受給者のみが

推計の対象になっている。介護サービスを利用していない患者も推計に含めるとその額

はさらに増大すると考えられた。  

 （研究 1）から（研究 4）の結果より、2014年における認知症の社会的コストは 14

兆 5,140億と推計された。 

 （研究 5）では、2015年から 2060年では、人口中位仮定において、各費用が最大に

なるのは、医療費は 2055年で 2兆 8,632 億円、介護費は 2060 年で 11兆 3,142億円、

インフォーマルケアコストは 2060年で 10兆 1,174億円であった。認知症の総疾病費用

（上記 3費用の合計）は 2015年に 15兆 89億円、2060 年に 24兆 2,630億円となると

推計された。出生率を変化させた場合の影響は、いずれの費用においても 2060 年まで

ほとんど観察されなかった。 

主任研究者：佐渡充洋

慶應義塾大学医学部精神神経科学教室 

助教

分担研究者：三村 將 

慶應義塾大学医学部精神神経科学教室 

教授
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A. 研究背景と目的

 世界的な高齢化に伴い、認知症患者

の数は全世界で急速に増加している。国

際アルツハイマー協会が発表した世界ア

ルツハイマーレポート 2009では、2010

年に全世界で認知症患者は 3,560万人に

なるとしている。さらにその患者数は 20

年ごとに倍増し、2030年には 6,570万人、

2050 年には 1億 1,540万人にまで至ると

推計されている。さらにこの推計は 2013

年に発表された Global Impact Dementia 

2013-2050で 2030年には 7,600万人、2050

年には 1億 3,500万人になると改訂され

ている。 

また患者数の増加に伴い、社会的なコ

ストも増大してきている。Wimo ら[3, 4]

によると 2009年の認知症による社会的な

コストは全世界で 4,220億ドルと推計さ

れ、この値は 2005年の推計値である

3,150 億ドルより 34％増大しており、今

後も更なるコストの増大が予測されてい

る。 

社会的なコストという点では先進国に

おいてその負担はより顕著となっている。

前述の Wimoらの推計ではその 74％が先

進国によって占められているとされる。

例えば、Princeらによる報告ではイギリ

ス全土で 2014年の認知症患者数は約 70

万人、そして社会的コストは 170億ポン

ドと推計されている。また Hurdらの試算

によるとアメリカにおける 2010年の認知

症の社会的コストは，総額で 1,570 億ド

ルから 2,150億ドルであったとされ、今

後その費用が増大していくことが示唆さ

れている。またこの総額は現時点でも癌

や心臓疾患の費用を上回るとされている。 

このような状況を踏まえ、多くの先進

国では、認知症を国家的に取り組むべき

課題と位置付け、その解決に取り組んで

いる。  

イギリスでは、2007 年 8月に政府が認

知症国家戦略策定を宣言してから、18 カ

月の準備を経て、2009年 2月に 5カ年計

画の認知症国家戦略を発表した。アメリ

カでは全米アルツハイマー病プロジェク

ト法が 2011年に採択され、オバマ大統領

が署名を行い、法制化されている。また

フランスでは 16億ユーロの予算をかけア

ルツハイマー病及び関連疾患に関する国

家計画 2008-2012という大規模な 5カ年

計画が大統領主導で作成され、現在もそ

れが実施されている。 

[11]が発表された。 

諸外国では、国家戦略の策定にあたっ

て、現状を的確に把握し、最適な解決策

を提示するために、まずは認知症患者数

の実態を把握し、その上で認知症が社会

に及ぼす負荷の大きさを社会的コストの

形で明らかにしている。 

日本では、認知症の有病率、有病者数の

推計が発表されたが、社会的なコストに

ついての研究は筆者が知る限りこれまで

にほとんど実施されていない。 そこで、

本研究では、我が国における認知症の社

会的コストを明らかにすることを目的と

し、以下の 5つの課題に取り組むことと

した。

（研究 1）認知症に関する医療費の推計 

（研究 2）認知症の介護費の推計 

 （研究 3）認知症のインフォーマルケア

時間の調査 

 （研究 4）認知症のインフォーマルケア

コストの推計 

（研究 5）認知症の疾病費用の将来推計 

B. 研究方法 

B-1（研究 1）認知症に関する医療費の推

計 

B-1-1 概要 

認知症に関する医療費を推計するには、

認知症に関連して行われた医療行為につ

いて、どこまで取り扱うか決める必要が

ある。本研究では、医療行為に関係する

患者の性別・年齢・疾患等の因子から医

日本でも厚生労働省が 2013年度から進

めていた「認知症施策推進 5カ年計画（オ

レンジプラン）」をさらに発展させ、2015

年 1月に省庁横断で取り組む総合戦略「認

知症施策推進総合戦略（新オレンジプラ

ン）」が発表された。
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療費を予測するモデル式を作成して、他

の疾患による影響を取り除くことで、認

知症の医療費を推計した。 

認知症に関する医療費は、2011 年と

2014 年のそれぞれ 1年間分を推計した。

2011 年は、2011年 10月分の診療報酬明

細書（以下、レセプトと略す）のデータ

セットを用いて推計し、2014年は、2011

年 10月分のデータセットから性年齢階級

別の 1人あたり医療費と性年齢階級別の

認知症患者の割合を計算し、それらを

2014 年の人口構成にあてはめることで推

計した。なお、2014年では、患者の年齢

を 40 歳以上に限定した。 

B-1-2 ナショナルデータベース（NDB） 

日本では、2009年 4月から、全ての電

子レセプトを保険者や審査支払機関にお

いて匿名化した後、データを厚生労働省

で保管する事業が始まっており、ナショ

ナルデータベース（NDBと略す）と呼ぶ。 

B-1-3 サンプリングデータセット（SDS） 

サンプリングデータセット（SDSと略す）

は、2011年 10月分の NDBから、患者の性

別と年齢の構成割合を反映するよう抽出

されている。抽出率は、医科入院レセプ

トで 10％、医科外来レセプトで 1％であ

る。 

B-1-4 医療費の予測に用いる変数の検討 

レセプトの保険点数は、医療サービス

の項目ごとの回数に、項目ごとに規定さ

れた診療報酬点数を掛けた総和である。

そこで、提供される医療サービスの内容

と回数を決める要因として、患者の属性、

病院の属性、地域の属性が考えられるた

め、SDS から以下の情報を抽出し、変数と

して用いるか検討した。 

1. 患者の属性

1) 性別

2) 年齢

3) 疾患

4) 診療実日数

2. 病院の属性

・病床数

3. 地域の属性

・SDSには含まれていない 

患者の性別と年齢は欠損値がなかった

ため、変数として用いた。疾患は全部で

数万種類あったため、Charlson 

comorbidity index1を参考に、レセプト

に記載された ICD-10コードを以下の疾患

グループに分類し、2値変数として用いた。

その際、分類できない疾患もあったが、

それらを分類する国際的な基準が見つか

らなかったため、以後の分析には用いな

かった。病床数は欠損値が多く存在した

ため、以後の分析では用いなかった。 

B-1-5 統計モデルの選択 

保険点数の分布を参考にして、重回帰

モデルや一般化線形モデル等を当てはめ、

それらのうち最良と判断したモデルを 1

つ選んだ。モデル選択の際には、以下の

点について各モデルを比較し検討した。 

1. 予測した保険点数の和と実際の保

険点数の和が近いこと

2. 予測した保険点数の分布

3. 偏回帰係数の 95%信頼区間

4. AIC（Akaike's Information

Criterion）

統計解析には、R version 3.1.2 を用いた。 

B-1-6 2011年の認知症に関する医療費の

推計 

認知症患者の医療費のうち、認知症に

関わった部分についてのみ推計するため、

モデル式から認知症以外の疾患による影

響を取り除き、認知症の医療費を推計し

た。また、モデル式の係数の大小によっ

て推計される医療費の変化を評価するた

め、全ての係数を、95%信頼区間の下限値

とした場合、点推定値とした場合、95%信

頼区間の上限値とした場合に分けて、医

療費の推計をした。 

推計の際、DPC 以外の入院レセプトと外

来レセプトでは、それぞれモデル式を作

成し、全ての偏回帰係数には点推定値を
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代入して個々に医療費を推計し、最後に

合計した。また、DPCレセプトでは保険点

数が記載されていないため、性年齢階級

別の認知症患者数を把握し、DPCレセプト

を除いた入院レセプトから推計した性年

齢階級別の 1人あたり医療費を掛け、そ

れらの和を DPCレセプトにおける医療費

とみなした。 

B-1-7 2014年の認知症に関する医療費の

推計 

認知症患者の大多数である 40歳以降に

限定して、2014年における認知症に関す

る医療費を以下のように推計した。 

1. SDS における性年齢階級別の認知症

患者数を 2011年の性年齢階級別人

口で割り、これを 2011年の性年齢

階級別認知症割合とする。

2. 性年齢階級別の認知症患者数の割

合が 2011年と 2014年で同じと仮定

し、2014年の性年齢階級別人口に

2011年の性年齢階級別認知症割合

を掛け、2014年における性年齢階級

別認知症患者数を推計する。

3. 2014 年の性年齢階級別認知症患者

数と 2011年の性年齢階級別医療費

を掛け、2014年の医療費を推計する。 

B-1-8 倫理面の配慮 

慶應義塾大学医学部倫理審査委員会の

承認を得た。 

B-2（研究 2）認知症の介護費の推計 
B-2-1 重回帰分析を用いた介護レセプト

の解析 

B-2-1-1介護レセプトデータ 

Y市の協力を得て、同市の 2014年 5月

分の 65 歳以上の要介護認定者、約 2,000

名の介護レセプトのデータを解析の対象

とした。 

介護レセプトと合わせて、主治医意見

書、要介護認定審査時の認定調査結果の

データも入手した。 

B-2-1-2主治医意見書の妥当性 

当初、主治医意見書の診断名を介護レ

セプトデータと突合し重回帰分析を行う

ことで、合併症の影響を排除した介護費

の推計が可能になると想定していた。 

しかし、主治医意見書について詳しく

調べたところ、認知症者の日常生活自立

度がⅡ以上と記載されているにも関わら

ず、認知症の診断名がついていないもの

が数多く見られたり、主治医の専門の科

の病名しか記載されていない主治医意見

書も多く認められたため、主治医意見書

の診断名を今回の解析に用いることは難

しいと判断し、当初の目的であった介護

費から認知症以外の疾患の負担を除外す

ることは断念した。代わりに、要介護認

定審査時の認定調査結果のデータと突合

した介護レセプトデータを重回帰分析等

の手法を用いて解析し、認知症の有無に

よる平均介護費の違いを算出することと

した。 

B-2-1-3 重回帰分析の推計モデル式 

重回帰分析の推計モデル式の従属変数

は介護レセプト点数とした。独立変数と

しては介護レセプト点数に影響を与える

と考えられる変数を候補として挙げた上

で、検討を加えた。結果として、独立変

数としては「認知症の有無」、「要介護度」、

「年齢」、「性別」の 4つを選択し、重回

帰分析を行った。 

B-2-2 介護費全体の推計 

B-2-2-1 在宅介護費 

在宅介護費のデータは平成 25年度及び

平成 26年度の介護給付費実態調査をもと

にして算出した。要介護に関しては居宅

サービス、地域密着型サービス、居宅介

護支援ごとに、要支援に関しては介護予

防居宅サービス、介護予防地域密着型サ

ービス、介護予防支援ごとにそれぞれ、

要支援・要介護度別のサービス受給者数

に上記で求めた認知症有の 1人あたりの

平均介護費と、受給者における認知症の

割合を掛け合わせて算出した。また年間

の在宅介護費全体を月平均の居宅サービ
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ス利用者数で割って、年間 1人あたりの

平均在宅介護費を算出した。

受給者の認知症の割合については平成

25 年介護サービス施設・事業所調査結果

のデータを利用した。この調査結果には

在宅介護サービス受給者の認知症に関す

るデータがなかったため、訪問看護ステ

ーション利用者における認知症の割合を

示すデータを在宅の受給者のデータと等

しいと仮定して代用した。認知症高齢者

の日常生活自立度Ⅱ以上を認知症の基準

とした。

B-2-2-2 施設介護費 

施設介護費のデータは平成 25年度及び

平成 26年度の介護給付費実態調査をもと

にして、施設介護費を算出した。要介護

度ごとの施設サービス受給者数に上記で

求めた認知症有の 1人あたりの介護費と、

受給者における認知症の割合を掛け合わ

せて算出した。また年間の施設介護費全

体を月平均の施設サービス利用者数で割

って、年間 1人あたりの平均施設介護費

を算出した。 

受給者の認知症の割合については平成

25 年介護サービス施設・事業所調査結果

のデータを利用した。認知症高齢者の日

常生活自立度Ⅱ以上を認知症の基準とし

た。 

B-2-3 倫理面の配慮 

慶應義塾大学医学部倫理審査委員会の

承認を得た。 

B-3（研究 3）認知症のインフォーマルケ

ア時間の調査 

B-3-1 デザイン 

調査票配布回収による横断研究 

B-3-2 調査票 

昨年度の研究において、recall法に基

づくタイムスタディの調査票を開発した。 

調査票は、全 4ページで、(1)認知症要介

護者に関する質問、(2)介護者に関する質

問、(3)インフォーマルケア時間に関する

質問の 3つの質問群で構成された。 

B-3-3 調査票の配布方法 

 調査票用紙の配布は、一般社団法人日

本ケアラー連盟（以下、ケアラー連盟）

および医療機関を中心とした各研究協力

機関が行った。ケアラー連盟は、調査へ

の協力を了解した介護者組織等の介護者

（研究協力者）に、ケアラー連盟もしく

は各々の介護者組織から、直接もしくは

郵送の形で配布した。各研究協力機関は、

研究機関内で研究の告知を行い、研究協

力に同意した介護者に直接配布した。研

究協力者は、調査票用紙に、必要な項目

を記入の上、それを郵便で返送した。回

答者には、①ケアラー手帳、②クオカー

ド（300 円相当）のうち希望する方を謝礼

として郵送した。 

B-3-4 解析 

要介護度別インフォーマルケア時間と

して、まず 

① 要介護度で層別化してインフォーマ

ルケア時間の平均値（実測値）

を求めた。 

 次に、日本におけるインフォーマルケ

アコストを推計する際に、日本における

認知症要介護者のデータを外挿するモデ

ルが必要となるが、そのモデルを作成す

べく本調査サンプルを用いて回帰分析を

実施し、モデルの作成を行った。最後に

上記のモデルを用い、 

② 各サンプルの予測値を出し、要介護度

で層別化して要介護度ごとの平均値

（予測値）

を求め、実測値と予測値の平均値を比較

し、モデルの妥当性を確認した。 

 なお、従属変数にはインフォーマルケ

ア時間を設定し、独立変数として、年齢、

性別、要介護度、同居者の有無、介護サ

ービス利用時間、身体合併症、認知症の

行動・心理症状（Behavioral and 

Psychological Symptoms of Dementia: 

BPSD）を設定した。 

本研究では、ベースケースとしてイン

フォーマルケアに ADLと IADLのみを含め、

参考ケースとして ADL、IADL、SVを含め
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た結果を提示することとした。 

解析は SPSS version 22および STATA 

version 13で実施した。 

B-3-5 倫理面への配慮 

本研究は、慶應義塾大学医学部倫理委

員会の承認を得て実施された。 

B-4（研究 4）認知症のインフォーマルケ

アコストの推計 

B-4-1 基本的な解析方法 

 調査票のサンプルは必ずしも全国の要

介護者を代表していない可能性がある。

そのため、全国の要介護者の年齢、性別、

同居者の有無のデータについて、すでに

publishされているデータ等から直接も

しくはそれらから推計した値を入手した

上で、調査票サンプルから導出されたモ

デルにこれらの値を外挿し、日本全国の

要介護度別インフォーマルケア時間を改

めて推計した。なお、BPSD、身体合併症

の割合、公的介護サービスの利用時間に

ついては、調査票のデータをそのまま使

用した。 

 以上の結果から得られた全国の要介護

度ごとのインフォーマルケア時間と介護

単価を掛け合わせることで日本における

インフォーマルケアコストを推計した。 

B-4—2 推計の対象 

 本推計では、その対象を介護サービス

を利用している要介護者のうち在宅で生

活しているものとした。 

B-4-3 インフォーマルケアコストの設定 

 本研究では、ベースケースとしてのイ

ンフォーマルケアには ADL、IADLのみを

含めることとした。 

B-4-4 全国のインフォーマルケア時間推

計のためのモデル 

 調査票の解析から得られた要介護度別

インフォーマルケア時間の推計モデル

(調査票モデル)を利用した。なお、認知

症以外の併存症の影響を除外するため、

上記モデルのうち、身体合併症の偏回帰

係数については 0を設定した。 

B-4-5 全国の要介護者データ 

 年齢、性別については平成 25年度介護

給付費実態調査報告からデータを入手し

た。同居者の有無については、日本の世

帯数の将来推計(全国推計)からデータを

入手した。これについては、要介護度ご

とのデータが特定できなかったため、日

本の世帯数の将来推計(全国推計)から得

られた 65才以上の高齢者の独居割合（認

知症以外の高齢者も含む）が認知症患者

についても要介護度にかかわらずすべて

当てはまると仮定し、これを使用するこ

ととした。 

B-4-6 要介護度別インフォーマルケア時

間 

 上記で求めた、全国の要介護者のデー

タのうち、年齢、性別、同居者の有無に

ついては、その平均値および分布に従い、

要介護度ごとにそれぞれ 10,000回のマイ

クロシミュレーションを行い、擬似的に

10,000 例のインフォーマルケア時間の予

測値を発生させたうえで、要介護度ごと

の平均値、標準偏差、標準誤差を求めた。 

B-4-7 介護単価 

 介護単価には、代替費用もしくは遺失

賃金を設定する方法がよく用いられる。

本研究では、二つの方法を組み合わせて

インフォーマルケアコストを推計するこ

ととした。具体的には、インフォーマル

ケア時間を ADLと IADLとに分け、ADLに

は代替費用法を IADLには遺失賃金法を適

用する方法である。ADLの代替費用には、

介護サービスで身体介護を利用した場合

の介護報酬を、IADLの遺失賃金には、前

述の調査票の介護者の期待平均遺失賃金

を適用した。 

 なお、日本における介護者の性年齢別

人数分布は本調査票の介護者のそれと同

じであると仮定した。 

B-4-8 感度分析 
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 ベースケースのほかに、以下の 3つの

方法で、感度分析を実施した。 

・ ケース 1  

 ADL、IADLとも遺失賃金 

・ ケース 2 

 ADL、IADLとも代替費用 

・ ケース 3 （ベースケースに SV追加） 

 ADL  代替費用 

 IADL 遺失賃金 

 SV   遺失賃金×0.5 

 

 解析は STATA ver 13で実施した。 

 

B-4-9 倫理面への配慮 

本研究は、慶應義塾大学医学部倫理委

員会の承認を得て実施された。 

 

B-5（研究 5）認知症の社会的コストの将

来推計 

 他の分担研究で計算した医療費、介護

費用、インフォーマルケアコストを国立

社会保障・人口問題研究所の将来推計人

口によって変化させるモデルにより将来

推計した。他のすべてのパラメーターは

不変とした。将来推計人口は、出生率が

低位、中位、高位となる場合の 3種類を

それぞれ用いた。推計は 2015年から 2060

年までの 5年毎に計算した。 

 医療費については、10歳ごとに層別化

され、男女別に計算された人数および平

均費用をモデルに用いた。 

 介護費、インフォーマルケアコストに

ついては、介護度で層別化し計算された

平均費用を用いた。これらの平均費用は、

年齢または性による層別化は行わずに計

算された。 

 人口は、社会保障・人口問題研究所の

将来推計人口から、性・年齢層別の人口

を用いて、計算した。2011年および 2014

年を含むすべての人口は、2010 年の人口

から推計されたもので、実際の人口統計

ではないことに注意が必要である。 

 2014 年の対 GDP比の計算では、分母に

2014 年の内閣府による暦年、名目 GDP暫

定値

（http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/m

enu.html）を用いた。2025年の実質 GDP

は、2014年から 2025年までの GDPデフレ

ーターを用いて 2014年連鎖価格を計算し

た。1人あたりの各疾病費用は 1. 一定で

あるという仮定、2．1人あたり GDP に比

例して増加していくという仮定、それぞ

れの下で計算した。2025年の名目 GDP、

2014年から 2025年までの GDPデフレータ

ーおよび 1人あたり GDP増加率は三菱総

合研究所による予測値を用いた

（www.mri.co.jp/opinion/column/pr201

40421pec01.pdf）。本分担研究中のすべて

の計算には Microsoft Excelを用いた。

本研究の将来推計モデルは、執筆担当者

によって作成された後、主任研究者ほか

により計算式の確認が行われた。 

 

 

C. 結果 

C-1（研究 1）認知症に関する医療費の推

計 

C-1-1 入院レセプト（DPC 以外） 

C-1-1-1 認知症患者数と患者属性 

SDS のうち入院レセプトでは、130,801

人(男性 56,771人、女性 74,030人)分の

レセプトデータとみなすことができた。 

このうち、レセプトに認知症と記載さ

れた者は、18,967人（男性 6,581 人、女

性 12,386人）であった。 

 

C-1-2 認知症に関する医療費 

まず、認知症に関する医療費 PDEM を推

計するため、以下のモデル式を用いた。 

 

 
 

 これは、個々の認知症患者において認

知症以外の疾病がなかったと仮定した場

合の医療費を推計するモデルである。 

個々の認知症患者に対して、上記のモ

デル式をあてはめ、それぞれの変数の偏

回帰係数の点推定値を代入した結果、最

大値は 47,740 点、平均値は 34,430 点、

中央値は 36,470点、最小値は 6,640 点、

合計は 653,050,457 点であった。 
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また、上記のモデル式に、偏回帰係数

の 95%信頼区間の上限値を代入した結果、

認知症に関する医療費の合計は

720,925,722 点、平均値は 38,009点と推

計された。同様に、偏回帰係数の 95%信頼

区間の下限値を代入すると、認知症に関

する医療費の合計は 591,582,703点、平

均値は 31,190点と推計された。 

 

C-1-2 入院レセプト（DPC） 

C-1-2-1 認知症患者数と患者属性 

SDS のうち入院レセプトでは、93,708

人(男性 49,374人、女性 44,334人)分の

レセプトデータとみなすことができた。 

このうち、レセプトに認知症と記載され

た者は、2,290人（男性 869人、女性 1,421

人）であった。 

 

C-1-2-2 認知症に関する医療費 

DPC の入院レセプトでは 78,665,324点

であった。  

 

C-1-3 外来レセプト 

C-1-3-1 認知症患者数と患者属性 

SDS のうち、外来レセプトでは、755,247

人(男性 325,241人、女性 430,006人)分

のレセプトデータとみなすことができる。 

このうち、レセプトに認知症と記載され

た者は、17,883人（男性 5,478人、女性

12,405 人）であった。 

 

C-1-3-2 医療費：予測値と実測値の比較 

外来レセプトの医療費を推計するには、

個々の患者に対して上記のモデル式をあ

てはめ、表 5に示した点推定値を代入す

る。それらの合計は、2,069,086,771点で

あった。一方、実際にかかった医療費は

2,069,086、771点であり、予測値と実測

値の比をとると、

1(2,069,086,771/2,069,086,771)であっ

た。ここで、外来レセプトのうち認知症

患者に限定して医療費を予測すると

96,722,933 点、一方で、実際の医療費は

96,722,933 点であり、両者の比は、

1(96,722,933/96,722,933)であった。な

お、AICは 14,286,892であった。 

 

C-1-3-3 認知症に関する医療費 

まず、認知症に関する医療費 PDEMを推計

するため、以下のモデル式を用いた。 

 

 
 

これは、個々の認知症患者において認

知症以外の疾病がなかったと仮定した場

合の医療費を推計するモデルである。 

個々の認知症患者に対して、上記のモ

デル式をあてはめ、β0からβ4に点推定

値を代入した結果、最大値は 46,270 点、

平均値は 3,960点、中央値は 3,314 点、

最小値は 1,652点、合計は 70,812,638 点

であった。 

また、上記のモデル式に、偏回帰係数

の 95%信頼区間の上限値を代入すると、認

知症に関する医療費の合計は 73,278,282

点、平均値は 4,098 点と推計された。同

様に、偏回帰係数の 95%信頼区間の下限値

を代入すると、認知症に関する医療費の

合計は 68、346,994 点、平均値は 3,822

点と推計された。 

 

C-1-4 2011年の認知症に関する医療費の

合計 

全国の認知症に関する年間の医療費を、

入院医療で約 8,781 億円、外来医療で約

8,498 億円、合わせて約 1兆 7,278 億円と

推計した(表 1)。 

 

C-1-5 2014年の認知症に関する医療費の

推計 

2011 年における 1人あたり医療費と性

年齢階級別の認知症患者数の割合は、

2014 年においても同じであったと仮定し

て、また、40歳以上の人口に限定して、

2014 年における医療費の推計をした。そ

の結果、入院医療費は 9,703 億円、外来

医療費は 9,412億円、合計で 1兆 9,114

億円と推計した(表 2)。 

 

C-2（研究 2）認知症の介護費の推計 
C-2-1 
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認知症有・無別の介護費 

認知症の有無に関する偏回帰係数は居

宅サービス 0.34、居宅介護支援 0.33、

地域密着サービス 0.03、施設サービス 

0.02 と算出された。よって介護費の比は

これを対数変換し、居宅サービス 1.40、

居宅介護支援 1.39、地域密着サービス 

1.03、施設サービス 1.02であった。 

 

C-2-2 介護費 

2014 年の介護費は 6兆 4,441億 500万

円と推計された。介護費の内訳として在

宅介護費 3兆 5,281億 2,200万円、施設

介護費 2兆 9,159億 8,300万円であった

(表 3)。また一人あたりの年平均介護費は

在宅介護費 218.92万円、施設介護費

352.91 万円であった(表 4)。 

 

C-3（研究 3）認知症のインフォーマルケ

ア時間の調査 

C-3-1 回収結果 

調査票は、計 4,236名に配布され、回

収数は計 1,685名であった。回収率は

39.8%であった。 

解析にあたっては、以下の条件を満た

す調査票のみを対象とした。 

① 要介護認定を受けていて、要介護度

が明示されている 

② 回答者が認知症の診断を受けていな

い 

③ 要介護者の以下の項目について欠損

値がない 

・ 性別 

・ 年齢 

・ 同居者の有無 

・ 介護サービス利用時間 

・ 身体合併症（高血圧、脳卒中（脳梗

塞・脳出血）、関節症・関節炎、心

臓疾患、糖尿病、精神疾患（うつ病、

神経症など）、がん、肺疾患、その

他）の有無 

・ 認知症の行動・心理症状（妄想、幻

視・幻聴、介護への抵抗、暴言、昼

夜逆転、徘徊、火の不始末、暴行、

不潔行為、異食行動、性的問題行動）

の有無 

その結果、1,482件が解析対象となった。 

 

C-3-2 サンプルの背景 

認知症要介護者の性別は男性 29.2％、

女性 70.8％であった。平均年齢は 83.5

歳であった。要介護度別人数では、要介

護 1（393人）、要介護 2（335人）、要介

護 3（297人）が多かった。認知症要介護

者のうち同居者がいるものは 86.9％であ

った。BPSDの有無は、妄想（35.6％）、幻

視・幻聴（30.2％）、介護への抵抗（28.5％）

が多かった。 

介護者である回答者の性別は男性

26.7％、女性 73.3％であった。回答者の

平均年齢は 62.9歳であった。回答者の本

人との関係は、子（49.7％）、配偶者

（30.0％）が多く、以下、子の配偶者、

その他、兄弟姉妹が続いた。回答者のう

ち結婚しているものは 80.0％であった。

回答者が本人と同居しているものは

80.7％であった。 

回答者のうつ症状や不安症状等の精神

症状の評価尺度である、Kessler’s 

Psychological Distress Scale（以下、

K6）に関して、欠損値のない、1,438 件を

解析した結果、重症精神障害のカットオ

フポイントは 13であるが、K6スコアが

13以上であった者の数は、要介護 4で

26.1%、要介護3で19.7%、要支援2で19.0%

であった。 

 

C-3-3 インフォーマルケア時間（回答介

護者のみ） 

① ADL+IADL（ベースケース） 

インフォーマルケア時間として、

ADL+IADLを含めた場合の、回答者のイン

フォーマルケア時間/週（平均（標準偏差））

は、要支援１で 11.01（13.51）、要支援２

で 20.92（24.05）、要介護１で 17.93

（16.33）、要介護２で 21.85（15.18）、要

介護３で 26.05（19.17）、要介護４で 32.27

（21.88）、要介護５で 36.75（22.03）、全

体で 24.00（19.49）時間であった(表 5)。 

②ADL+IADL+SV（参考ケース） 

インフォーマルケア時間として、

ADL+IADL+SVを含めた場合の、回答者のイ
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ンフォーマルケア時間/週（平均（標準偏

差））は、要支援 1で 24.27（26.16）、要

支援 2で 44.30（38.79）、要介護 1で 39.02

（31.65）、要介護 2で 48.15（31.95）、要

介護 3で 53.04（30.72）、要介護 4で 63.67

（31.59）、要介護 5で 68.53（33.61）、全

体で 49.62（33.64）時間であった。 

 

C-3-4 インフォーマルケア時間（要介護

者 1人あたり） 

上記の結果は、回答介護者のみによる

インフォーマルケア時間である。しかし

認知症者の介護に携わるのは、回答介護

者 1人のみとは限らず、複数の介護者で

介護を実施することもある。このため本

研究では、介護者数によって介護時間を

補正する方法（人数補正法）で要介護者 1

人あたりのインフォーマルケア時間を求

めた。 

 調査等の結果から解析を行ったところ、

介護者が 1人増えるごとに、回答されて

いるインフォーマルケア時間は 0.895

（1/1.117）倍になっていることがわかっ

た。そのため、介護者人数が n人の場合、

回答者のインフォーマルケア時間を

1.117(n-1)倍して、認知症要介護者 1人あ

たりのインフォーマルケア時間とした。 

① ADL+IADL（ベースケース） 

インフォーマルケアを ADL+IADLとした

場合の要介護者 1人あたりのインフォー

マルケア時間/週（平均（標準偏差）)は、

要支援 1で 11.64（13.80）、要支援 2で

22.25（24.74）、要介護 1で 19.25（17.29）、

要介護 2で 23.44（16.21）、要介護 3で

27.74（19.88）、要介護 4で 34.54（22.33）、

要介護 5で 39.62（23.50）、全体で 25.71

（20.47）時間であった(表 6)。 

②ADL+IADL+SV（参考ケース） 

インフォーマルケアを ADL+IADL+SVと

した場合の要介護者 1人あたりのインフ

ォーマルケア時間/週（平均（標準偏差））

は、要支援 1で 26.17（28.22）、要支援 2

で 47.33（40.90）、要介護 1で 41.52

（32.99）、要介護 2で 51.39（33.48）、要

介護 3で 56.57（32.11）、要介護 4で 67.84

（31.72）、要介護 5で 72.80（34.52）、全

体で 52.89（35.04）時間であった。 

 

C-3-5 重回帰分析によるインフォーマル

ケア時間の推計 

 本調査サンプルを用いて回帰分析を実

施し、インフォーマルケア時間の推計モ

デルの作成を行った。インフォーマルケ

ア時間に何を含めるかについては議論が

あるが、ここでは、ADL+IADLをインフォ

ーマルケア時間として設定し、

ADL+IADL+SVについては参考ケースにと

どめた。 

① ADL+IADL（ベースケース） 

 要介護者 1人あたりのインフォーマル

ケア時間/週（平均（標準偏差））は、要

支援 1で 11.64（4.64）、要支援 2で 22.25

（6.33）、要介護 1で 19.25（5.40）、要介

護 2で 23.44（5.48）、要介護 3で 27.74

（6.07）、要介護 4で 34.54（5.28）、要介

護 5で 39.62（6.71）、全体で 25.71（9.09）

時間であった(表 7)。 

② ADL+IADL+SV（参考ケース） 

 SVをインフォーマルケア時間に含めた

場合の要介護者 1人あたりのインフォー

マルケア時間/週（平均（標準偏差））は、

要支援1で26.17（9.82）、要支援2で47.33

（13.47）、要介護 1で 41.52（12.08）、要

介護 2で 51.39（11.32）、要介護 3で 56.57

（11.79）、要介護 4で 67.84（10.37）、要

介護 5で 72.80（11.24）、全体で 52.89

（16.32）時間であった。 

 

C-4（研究 4）認知症のインフォーマルケ

アコストの推計 

C-4-1 介護単価 

 代替費用は、ADL 4,955 円/時間、IADL 

2,360 円/時間、遺失賃金は 965円/時間、

であることが明らかとなった。 

 

C-4-2 要介護度別インフォーマルケア時

間 

 前記の方法で、要介護度ごとのインフ

ォーマルケア時間を推計した結果を表 8

に示す。要介護度ごとの平均インフォー

マルケア時間（時間/週）の推計値は（平

均（95％信頼区間））は、 
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全体で、24.97 （24.86 - 25.08）、 

要支援 1で、10.19（10.09 - 10.29）、 

要支援 2で 21.81（21.70 - 21.92）、 

要介護 1で 18.92（18.81 - 19.02）、 

要介護 2で 22.34（22.23 - 22.45）、 

要介護 3で 26.82（26.70 - 26.94）、 

要介護 4で 33.35（33.24 - 33.47）、 

要介護 5で 38.16（38.04 - 38.29）であ

った。 

 

C-4-3 インフォーマルケアコスト 

 前記の方法で、インフォーマルケアコ

ストを推計した結果を表 9に示す。 

要介護度ごとの居宅サービスの認知症

利用者数（千人）は要支援 1から要介護 5

まで順番に 92.6、89.6、385.7、354.5、

273.4、223.9、191.9の計 1,611.6（千人）

と推計された。 

上記の認知症利用者数、インフォーマ

ルケア時間、介護単価を積算した結果、

インフォーマルケアコストは、年間 6兆

1,584億円 (95%信頼区間:6兆 1,250億円 

— 6 兆 1,918億円)と推計された。また要

介護者 1人あたりの年間インフォーマル

ケアコスト（万円/年）は、382.1 (95%信

頼区間 380.0 – 384.2)（要支援 1: 100.8、

要支援 2: 340.0、要介護 1: 230.8、要介

護 2: 313.6、要介護 3: 432.8、要介護 4: 

565.4、要介護 5: 682.3）と推計された（表

9）。  

 

C-4-4 感度分析 

インフォーマルケアコストは、すべて

遺失賃金を適用するケース 1では 2兆

0,191 億円、すべて代替費用を適用するケ

ース 2では 7兆 6,301億円、ベースケー

スに SV を追加するケース 3では 7兆

2,363 億円に上ることがあきらかになっ

た。 

  ベースケースと感度分析の結果の比較

を表 10 に示す。 

 

C-4-5 認知症の社会的コスト 

 以上の結果より、2014年の認知症の社

会的コストは、14兆 5,140億円であるこ

とが明らかになった（表 11） 

 

C-5（研究 5）認知症の社会的コストの将

来推計 
C-5-1 人口動態 

40～64 歳は一貫して減少傾向であった。

65歳～84歳までの 5歳ごとのグループは

いずれも対象期間内では二峰性を示した。

85歳以上に関しては、二峰性ではなく、

2040 年に第一のピークを迎え、再び 2060

年に向かって増加を続けた。 

 

C-5-2 医療費 

 入院および外来の患者数は、この間概

ね増加傾向を認めたが、2055 年に非 DPC

入院では 31.52万人、DPC入院では 3.98

万人、外来では 300.40万人と患者数が最

大になると推計された。医療費について

も患者数と同様の傾向を示し、2055 年に

非 DPC 入院では 1兆 2,864 億円、DPC入院

では 1,624 億円、外来では 1兆 3,982 億

円で最大となると推計された。 

 

C-5-3 介護費 

 介護度ごとの介護サービス受給者数の

推移は、2040年から 2045 年にかけて一時

的に減少するほかは、対象期間内は右肩

上がりとなった。受給者数は 2060年に

263.4 万人で最大となると推計された。介

護費は受給者数同様に、2040 年から 2045

年にかけて一時的に減少するほかは、対

象期間内は右肩上がりとなった。対象期

間内では、総介護費は 2060年に 11兆

3,142 億円で最大となると推計された（出

生率中位）。このうち、居宅サービスは 4

兆 4,035億円、居宅介護支援は 4,088 億

円、地域密着型サービスは 1兆 859億円、

以上3サービスの合計は5兆8,982億円、

施設サービスは 5兆 4,160億円になると

推計された（出生率中位）。 

 

C-5-4 インフォーマルケアコスト 

 インフォーマルケアコストは 2040年か

ら 2045年にかけて一時的に減少するほか

は、対象期間内は右肩上がりとなった。

2060年にインフォーマルケアコストは 10

兆 1,174億円と最大になると推計された。 
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C-5-5 総費用 

認知症の総疾病費用（前記 3費用の合

計）は各費用とほぼ同様に、2040年から

2045 年にかけて一時的に減少するほかは、

対象期間内は右肩上がりとなり、2060 年

には、24兆 2,630億円になることが明ら

かとなった(表 12)。 
 

 
 

D. 考察 

D-1（研究 1）認知症に関する医療費の推

計 

研究の限界は 4つある。第 1は、我々

のデータは単月であり、個々の認知症患

者の診断から治療の終わりまで含まれて

いないことである。加えて、我々のデー

タは全国のレセプトから無作為抽出され

たものであり、個々の認知症患者の病期

はまちまちである。一方で、認知症には

急性期がないため、急性期がある疾患に

比べて、病期による医療費の違いは大き

くないと考えられるため、1ヶ月の医療費

を推計し、それを 12倍することで年間の

医療費とみなした。第 2は、本研究にお

ける認知症患者数は実際より少ないこと

である。これは、レセプトでは治療行為

を伴わない疾病は傷病名に記載されない

ことが多くあるためである。その結果、

認知症による他の疾患の治療への影響を

全例で把握することができない一方、主

に認知症に対して治療する患者について

は捕捉できる。第 3に、認知症以外の疾

病が診療実日数に与える影響は取り除い

ていないため、認知症以外の疾病によっ

て診療実日数が増える場合、本研究の方

法では医療費を過大に見積もる可能性が

ある。第 4は、認知症に関連した医療行

為の範囲の設定が困難なことである。以

上のように、本研究では限界がある上で

認知症に関する医療費を推計したため、

結果の解釈には十分な注意が必要である。

いくつかの限界を解決するには、個々の

認知症患者について診断から治療の終わ

りに至るまで網羅したデータセットが必

要であろう。 

 

D-2（研究 2）認知症の介護費の推計 
本研究の結果、介護費は約 6.4 兆円と

推計された。 

筆者が知る限り、認知症に関連した介

護費の推計値はこれまでないため、その

点において今回の研究結果は意義がある

ものと考えられる。 

一方、今回の結果についてはいくつか

の限界も認められる。 

一つ目の限界は、介護費の推計値から

認知症以外の疾患の影響を除外できなか

ったことである。当初、Y市の介護レセプ

トデータと主治医意見書の診断名とを突

合し、合併症の影響を統計的に除外した

上で、認知症に関連した介護費を推計す

る予定であった。しかし、前述の理由で

それが実施できなかった。そのため本研

究においては、介護費が過大推計されて

いる可能性が残存する。この問題の解決

のためには、介護レセプトと医療レセプ

トを統合して解析できる体制の整備が必

要になると考えられる。 

二つ目の限界は、在宅のサービス利用

者に占める認知症者の割合についてであ

る。筆者が知る限り、在宅サービス利用

者全体における認知症者の割合に関する

データは存在しない。そのため、今回の

研究では訪問看護サービス利用者のデー

タを利用せざるを得なかった。しかしこ

の数値が、必ずしも正確な割合を反映し

ているとは限らず、結果を歪めている可

能性は否定できない。より正確な推計の

ためには、在宅サービス利用者全体にお

ける認知症者の割合のデータの整備が必

要になる。 

本研究の結果を解釈する際には、これ

らの限界に十分に注意をする必要がある。 

 今回、介護レセプトを用いた重回帰分

析の結果では居宅サービスに関して同じ

介護度であっても認知症者の平均利用額

は、そうでない群の 1.4倍に有意に上昇

することが明らかとなった。今回の研究

結果から、その理由を明らかにすること

は困難であるが、例えば認知症の介護の
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必要性が過小評価され、適切な介護度の

評価が行われていない可能性などが考え

られる。 
 いずれにしても、この点に関して、本

研究から考察を深めることは困難であり、

これがどのような要因から発生するのか、

更なる研究が待たれる。 
 

D-3（研究 3）認知症のインフォーマルケ

ア時間の調査 

本調査票サンプルで得られたインフォ

ーマルケア時間は週に 25.71時間であっ

た。 

筆者が知る限り、日本において認知症

のインフォーマルケア時間はこれまで推

計されておらず、その点において本研究

は意義のあるものと考えられる。 

今回の研究では、インフォーマルケア

時間として、ADL＋IADLをベースケースと

して用いた。これに SVを含めるかどうか

については一貫した見解が得られておら

ず、その扱いをめぐっては議論がある。 

しかし参考ケースで示した通り SVも含

めるとその数値は 52.89時間/週まで大き

く増加する。そのため、今回の数値の解

釈には十分な注意を要する。 

また、要介護度とインフォーマルケア

時間の関係について、本研究では、要介

護度とインフォーマルケア時間が正の相

関をもつ傾向があったが、介護度が要支

援 2から要介護 1に上がる場合のみ、イ

ンフォーマルケア時間が減少するという

結果が得られた。この理由を本研究の結

果から推測することは困難であるが、こ

れが今回のサンプルに特異的に認められ

ることか、一般的に認められることかに

ついては今後検証が必要と思われる。 

一方、本研究には、いくつかの限界も

存在する。 

一つ目の限界は recall biasの問題で

ある。本調査では、1週間分の介護状況を

1度に記録する recall法を用いた。これ

はその都度記録していく diary法と比較

し、recall biasが生じる可能性が高まる。 

二つ目の限界は在宅の介護サービス受

給者に推計の対象が限定された点である。

このため介護保険を利用していない在宅

の認知症要介護者および施設入所者は対

象に含まれていない。 

本研究の結果を解釈する際にはこれら

の点への十分な注意が必要である。 

 

D-4（研究 4）認知症のインフォーマルケ

アコストの推計 

本研究の結果から日本における認知症

のインフォーマルケアコストは、総計で

年間 6兆 1,584億円であり、認知症者１

人あたりのインフォーマルケア時間は、

24.97 時間/週、インフォーマルケアコス

トは、平均で 382.1万円/年であることが

明らかになった。 

 筆者らが知る限り、我が国で認知症の

インフォーマルケアコストが全国レベル

で推計されたことはこれまでないことか

ら、今回の結果は重要な基礎データとな

ると考えられる。 

 一方、インフォーマルケアコストは単

価に何を設定するかによって結果が大き

く異なってくる。感度分析の結果でも明

らかなように、すべて遺失賃金を当ては

めた場合と、すべて代替費用を当てはめ

た場合とでその差は 3.5倍以上にもなる。

そのため、結果の解釈には十分な注意が

必要である。 

 今回は、代替費用として介護報酬を適

用した（ADL 4,955 円、IADL 2,360 円）。

一方で、Hurd et alは、アメリカにおけ

る推計で ADL、IADLともに 21ドル/時間

（1ドル=120円として、約 2,500円/時間）

を単価に設定し、Prince et al はイギリ

スにおける推計で ADLに 18ポンド/時間

（1ポンド=150円で約 2,700円）を設定

しており（IADLは不明）、今回の推計と比

較すると単価が低めに設定されている。

そのため今回の結果を海外の結果と比較

する際には、十分な注意が必要である。 

 本研究にはいくつかの限界が認められ

る。１つ目は、今回の解析の対象となっ

たのが、在宅で生活している認知症者の

うち介護保険の利用者に限定される点で

ある。実際には、在宅で生活しながら介

護保険を利用していない認知症者も存在
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する。このような認知症者も対象に加え

るとインフォーマルコストはさらに増大

すると考えられる。２つ目は、BPSD、介

護サービスの利用時間については適切な

全国のデータを抽出できず、調査票のデ

ータに依拠している点である。 

 本研究の結果を解釈する際にはこれら

の限界に十分配慮する必要がある。 

 

D-5（研究 5）認知症の疾病費用の将来推

計 

本分担研究では、人口推計により将来

的な社会的コストの変化を推計した。 

 本研究の年齢層別の中で、85 歳以上の

人口は認知症を持つ人の割合が最も高く、

この層の人口が概ね対象年を通じて増加

傾向であり、2060年で最大となる。この

ことが、医療費、介護費、インフォーマ

ルケアコストが、2035年または 2040年に

一旦ピークを迎えた後も概ね横ばいを続

け、2060年に今回推計を行った範囲内で

最大となることに寄与していると考えら

れる。 

 本研究にはいくつかの限界がある。 

 本研究では、出生率以外は一定である

という仮説のもとで推計を行った。しか

し、例えば、死亡率、有病率の変化、治

療・予防・介護技術の効果または効率の

改善が将来起こった場合、認知症の疾病

費用の将来推計結果が変化することが考

えられる。 

 介護サービス別利用者数は平成 26年

12ヶ月間の平均であるのに対し、推計人

口は各年の 10月 1日時点のものであるた

め、3ヶ月程度のずれが生じている。この

ことにより、各費用が一定程度過小に推

計されている可能性がある。 
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表 1 認知症に関する医療費（保険点数） 

 

 

 

 

 

表 2 認知症に関する医療費（2014 年）（百万/年） 

 
 

 

表 3 在宅、施設介護費（年間）        単位：百万円 

 
 
 
 
表 4 在宅、施設介護費（年間 1人あたり）  単位：万円 

 
 

 

 

入院 970,279
外来 941,167
合計 1,911,446

*医療費には薬剤費も含まれる

*40歳以上
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表 5 調査票サンプルの要介護度別インフォーマルケア（ADL+IADL）時間(介護者あた

り)(時間/週) 

   
 

 

 

表 6 調査票サンプルの要介護度別インフォーマルケア（ADL+IADL）時間(補正あり）(時

間/週) 

   
 

 

 

 

  

人数 平均 標準偏差 標準誤差

要支援１ 56 11.01 13.51 1.80

要支援２ 66 20.92 24.05 2.96

要介護１ 393 17.93 16.33 0.82

要介護２ 335 21.85 15.18 0.83

要介護３ 297 26.05 19.17 1.11

要介護４ 188 32.27 21.88 1.60

要介護５ 147 36.75 22.03 1.82

全体 1482 24.00 19.49 0.51

人数 平均 標準偏差 標準誤差

要支援１ 56 11.64 13.80 1.84

要支援２ 66 22.25 24.74 3.05

要介護１ 393 19.25 17.29 0.87

要介護２ 335 23.44 16.21 0.89

要介護３ 297 27.74 19.88 1.15

要介護４ 188 34.54 22.33 1.63

要介護５ 147 39.62 23.50 1.94

全体 1482 25.71 20.47 0.53
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表 7 調査票サンプルの要介護度別インフォーマルケア（ADL+IADL）時間(補正あり) (予

測値) (時間/週) 

   
 
 

 

表 8 全国の要介護度別インフォーマルケア時間（ADL+IADL） （時間/週） 

  

人数 平均 標準偏差 標準誤差

要支援１ 56 11.64 4.64 0.62

要支援２ 66 22.25 6.33 0.78

要介護１ 393 19.25 5.40 0.27

要介護２ 335 23.44 5.48 0.30

要介護３ 297 27.74 6.07 0.35

要介護４ 188 34.54 5.28 0.39

要介護５ 147 39.62 6.71 0.55

全体 1482 25.71 9.09 0.24
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表 9 インフォーマルケアコスト（ベースケース） 

 
*ADL:代替費用, IADL:遺失賃金, SV:なし 

 

 

表 10  インフォーマルケアコスト（ベースケースと感度分析の結果）（百万円） 

 
 

*介護単価は以下の通り  

ケース 1: ADL,IADLとも遺失賃金  

ケース 2: ADL,IADLとも代替費用  

ケース 3: ADL:代替費用,IADL:遺失賃金, SV:遺失賃金×0.5  

 

 

表 11 認知症の社会的コスト （百万円） 
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表 12 認知症の社会的コストの将来推計 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(million Japanese yens)

Year 2015 2020 2025 2030 2035

Healthcare cost 1,962,768 2,239,167 2,456,935 2,697,391 2,760,377

Longterm care cost 6,679,364 7,818,774 8,788,642 9,718,623 10,569,122

Informal care cost 6,366,789 7,361,736 8,199,446 8,965,627 9,594,982

Total 15,008,920 17,419,678 19,445,023 21,381,640 22,924,481

Year 2040 2045 2050 2055 2060

Healthcare cost 2,717,996 2,722,215 2,759,143 2,863,162 2,831,306

Longterm care cost 10,605,541 10,373,714 10,467,924 10,885,347 11,314,248

Informal care cost 9,614,485 9,451,141 9,541,978 9,856,922 10,117,398

Total 22,938,022 22,547,070 22,769,045 23,605,431 24,262,952

Healthcare cost：医療費　　Longterm care cost：介護費　　Informal care cost：インフォーマルケアコスト
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II. 分担研究報告 
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厚生労働科学研究費補助金（認知症対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

わが国における認知症の経済的影響に関する研究 

認知症に関する医療費の推計 

主任研究者     佐渡充洋  慶應義塾大学精神神経科学教室 助教 

       研究協力者     吉村公雄  慶應義塾大学医療政策・管理学教室 講師 

          研究協力者     池田漠 *   慶應義塾大学医療政策・管理学教室  助教 

    
*執筆担当者 

 

研究要旨 

目的 

 医療費を公的健康保険の範囲に限定して、認知症に関する医療費の推計を行うこと。 

方法 

 2011 年 10月分の診療報酬明細書（以下、レセプトと略す）のデータベースを用いて、

患者の性別・年齢・疾患・治療日数から保険点数を予測するモデル式を作成し、認知症

に関する 2011年の年間医療費を推計した。データベースは、DPC（Diagnosis Procedure 

Combination）以外の入院レセプト、DPC の入院レセプト、及び外来レセプトに分かれ

ているため、個別に推計した医療費を最後に合計した。ただし、DPCでは保険点数が削

除されていたため、DPC以外の入院レセプトから推計した 1人あたりの認知症に係る医

療費と DPCにおける認知症患者数を掛け、医療費を推計した。また、2011年における 1

人あたり医療費と性年齢階級別の認知症患者の割合を、2014年の人口構成にあてはめ、

2014 年の年間医療費を推計した。 

結果 

 全国の認知症に関する年間の医療費は、2011年では、入院医療は約 8,781 億円、外

来医療は約 8,498億円、合計約 1兆 7,278 億円、2014 年では、入院医療費は 9,703 億

円、外来医療費は 9,412億円、合計 1兆 9,114億円と推計した。 

考察 

 以下の限界があるため、結果の解釈には注意が必要である。 第 1に、我々のデータ

は単月であり、個々の認知症患者の診断から治療の終わりまで網羅していないこと。第

2に、我々がレセプトから推計した認知症患者数は実際の患者数より少ないこと。第 3

に、医療費の増減に影響する治療日数において、他の疾患による影響を除外していない

こと。第 4に、認知症に関連した医療行為を定める基準の作成が困難であり、本研究で

は範囲を定めなかったこと。 

 

A. 研究背景と目的 

本報告書の「認知症の直接費用の推計」

で述べられている問題意識に基づいて、認

知症に関する医療費の推計をすることが目

的である。なお、本稿で扱う医療費は、公

的健康保険の範囲に限定する。 

 

B. 研究方法 

B-1 概要 

認知症に関する医療費を推計するには、

認知症に関連して行われた医療行為につい

て、どこまで取り扱うか決める必要がある。

最も狭い範囲は、認知症に直接関連した医

療行為に限定する場合であり、医療費は認

知症の診断や抗認知症薬による治療等にか

かった費用の合計となる。それよりも広い

範囲、つまり認知症が他の疾患に与えた影

響も考慮する場合、全ての医療行為にどれ

だけ認知症が関係したか把握できればよい

が、実現は不可能である。代わりに、医療

行為に関係する患者の性別・年齢・疾患等

の因子から医療費を予測するモデル式を作
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成して、他の疾患による影響を取り除くこ

とで、認知症が医療費に及ぼす直接的影響

と間接的影響を合わせて推計できる。 

そこで、我々は認知症に関する医療費の

対象を、直接的影響だけではなく間接的影

響も含めることにして、モデル式から医療

費の推計をした。これは、認知症が他の疾

患の治療に与える影響を無視できないと考

えたためである。 

認知症に関する医療費は、2011年と 2014

年のそれぞれ 1年間分を推計した。2011年

は、2011年 10月分の診療報酬明細書（以下、

レセプトと略す）のデータセットを用いて

推計し、2014年は、2011年 10月分のデー

タセットから性年齢階級別の 1人あたり医

療費と性年齢階級別の認知症患者の割合を

計算し、それらを 2014年の人口構成にあて

はめることで推計した。なお、2014年では、

計算を簡便にする目的で、患者の年齢を、

認知症患者のほぼ全てを占める 40歳以上に

限定した。 

B-2 ナショナルデータベース（NDB） 

日本では、2009年 4月から、全ての電子

レセプトを保険者や審査支払機関において

匿名化した後、データを厚生労働省で保管

する事業が始まっており、ナショナルデー

タベース（NDB と略す）と呼ぶ。NDBのうち、

病院におけるレセプトが電子化された割合

は 2010 年で約 99％、診療所におけるレセプ

トが電子化された割合は 2010年で約 90％

であり、日本の医療に関するレセプトのほ

ぼ全てが電子化されている。 

B-3 サンプリングデータセット（SDS） 

サンプリングデータセット（SDSと略す）

は、2011年 10月分の NDBから、患者の性別

と年齢の構成割合を反映するよう抽出され

ている。抽出率は、医科入院レセプトで 10％、

医科外来レセプトで 1％であり、NDBの医科

入院レセプト 232万件と医科外来レセプト

7,756 万件から、SDSの医科入院レセプト 23

万件と医科外来レセプト 78万件が抽出され

た。SDS を作成する過程で、個人の特定を防

ぐために、NDBからいくつかのレセプトが除

外されているが、全体に占める割合は極め

て小さい。 

B-4 医療費の予測に用いる変数の検討 

レセプトの保険点数は、医療サービスの

項目ごとの回数に、項目ごとに規定された

診療報酬点数を掛けた総和である。そこで、

提供される医療サービスの内容と回数を決

める要因として、患者の属性、病院の属性、

地域の属性が考えられるため、SDSから以下

の情報を抽出し、変数として用いるか検討

した。 

1. 患者の属性

1) 性別

2) 年齢

3) 疾患

4) 診療実日数

2. 病院の属性

・病床数

3. 地域の属性

      ・SDS には含まれていない 

患者の性別と年齢は欠損値がなかったた

め、変数として用いた。疾患は全部で数万

種類あったため、Charlson comorbidity 

index1を参考に、レセプトに記載された

ICD-10 コードを以下の疾患グループに分類

し、2値変数として用いた。その際、分類で

きない疾患もあったが、それらを分類する

国際的な基準が見つからなかったため、以

後の分析には用いなかった。 

1. Myocardial infarction（MI）

2. Congestive heart failure（CHF）

3. Peripheral vascular disease（PVD）

4. Cerebrovascular disease（CVD）

5. Dementia（DEM）

6. Chronic pulmonary disease（CPD）

7. Rheumatic disease（RD）

8. Peptic ulcer disease（PUD）

9. Mild liver disease（MLD）

10. Diabetes without chronic
complication（DwoC）

11. Diabetes with chronic
complication（DWCC）

12. Hemiplegia or paraplegia（HP）

13. Renal disease（RenD）

14. Any malignancy、 including

lymphoma and leukemia、 except

malignant neoplasm of skin（MAL） 

15. Moderate or severe liver disease
（MSLD）

16. Metastatic solid tumor（MST）
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17. AIDS/HIV（AIDS） 

 

病床数は欠損値が多く存在したため、以

後の分析では用いなかった。 

 

B-5 統計モデルの選択 

保険点数の分布を参考にして、重回帰モ

デルや一般化線形モデル等を当てはめ、そ

れらのうち最良と判断したモデルを 1つ選

んだ。モデル選択の際には、以下の点につ

いて各モデルを比較し検討した。 

 

1. 予測した保険点数の和と実際の保険

点数の和が近いこと 

2. 予測した保険点数の分布 

3. 偏回帰係数の 95%信頼区間 

4. AIC（Akaike's Information 

Criterion） 

 

統計解析には、R version 3.1.2を用いた。 

 

B-6 2011年の認知症に関する医療費の推計 

認知症患者の医療費のうち、認知症に関

わった部分についてのみ推計するため、モ

デル式から認知症以外の疾患による影響を

取り除き、患者の性年齢、診療実日数、及

び認知症が医療費に与える影響に着目した。

その際、モデル式の係数の大小によって推

計される医療費の変化を評価するため、全

ての係数を、95%信頼区間の下限値とした場

合、点推定値とした場合、95%信頼区間の上

限値とした場合に分けて、医療費の推計を

した。 

推計の際、DPC以外の入院レセプトと外来

レセプトでは、それぞれモデル式を作成し、

全ての偏回帰係数には点推定値を代入して

個々に医療費を推計し、最後に合計した。

また、DPCレセプトでは保険点数が記載され

ていないため、性年齢階級別の認知症患者

数を把握し、DPCレセプトを除いた入院レセ

プトから推計した性年齢階級別の 1人あた

り医療費を掛け、それらの和を DPCレセプ

トにおける医療費とみなした。 

 

B-7 2014年の認知症に関する医療費の推計 

認知症患者の大多数である 40歳以降に限

定して、2014年における認知症に関する医

療費を以下のように推計した。 

 

1. SDS における性年齢階級別の認知症患

者数を 2011年の性年齢階級別人口で

割り、これを 2011年の性年齢階級別

認知症割合とする。 

2. 性年齢階級別の認知症患者数の割合

が 2011 年と 2014 年で同じと仮定し、

2014 年の性年齢階級別人口に 2011年

の性年齢階級別認知症割合を掛け、

2014 年における性年齢階級別認知症

患者数を推計する。 

3. 2014 年の性年齢階級別認知症患者数

と 2011 年の性年齢階級別医療費を掛

け、2014年の医療費を推計する。 

 

B-8 倫理面の配慮 

慶應義塾大学医学部倫理審査委員会の承

認を得た。 

 

C. 結果 

C-1 入院レセプト（DPC以外） 

C-1-1 認知症患者数と患者属性 

SDS のうち入院レセプトでは、患者個人を

識別する符号が付与されていないため、同

じ月に複数の医療機関に入院した場合は二

重にカウントされるといった問題がある。

しかし、そのような例はないと仮定すると、

130,801人(男性 56,771人、女性 74,030人)

分のレセプトデータとみなすことができる。 

このうち、レセプトに認知症と記載された

者は、18,967 人（男性 6,581 人、女性 12,386

人）であった。年齢階級別にみると、60歳

代が 6%(1,118人)、70歳代が 23%(4,432人)、

80歳以上が 70%(13,194人)であった。なお、

主病名に認知症と記載された者は 2人であ

った。 

 

C-1-2 モデル式 

合計点数を P、性別を SEX、年齢を AGE、

診療実日数を DAYS、各疾患の有無を DEM、

MI、CHF、PVD、CVD、CPD、RD、PUD、MLD、

DwoC、DWCC、HP、Ren、MAL、MSLD、MST、AIDS、

残差項をε とすると、モデル式を以下のよ

うに表す。 
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C-1-3 医療費：予測値と実測値の比較 

DPC を除いた入院レセプトの医療費を推

計するには、個々の患者に対して上記のモ

デル式をあてはめ、表 1に示した点推定値

を代入する。それらの合計は、

4,771,160,253点であった。一方、実際にか

かった医療費は 5,460,359,215点であり、

予測値と実測値の比をとると、

0.87(4,771,160,253/5,460,359,215)であ

った。ここで、入院レセプトのうち認知症

患者に限定して医療費を予測すると

789,549,783 点、一方で、実際の医療費は

823,148,335 点であり、両者の比は、

0.96(789,549,783/823,148,335)であった。

なお、AICは 332,883であった。 

 

C-1-4 認知症に関する医療費 

まず、認知症に関する医療費 PDEM を推計

するため、以下のモデル式を用いた。 

 

 
 

 これは、個々の認知症患者において認知

症以外の疾病がなかったと仮定した場合の

医療費を推計するモデルである。 

個々の認知症患者に対して、上記のモデ

ル式をあてはめ、β0からβ4に表 1に示し

た点推定値を代入した結果、最大値は

47,740 点、平均値は 34,430点、中央値は

36,470 点、最小値は 6,640点、合計は

653,050,457 点であった。 

また、上記のモデル式に、偏回帰係数の

95%信頼区間の上限値を代入した結果、認知

症に関する医療費の合計は 720,925,722点、

平均値は 38,009 点と推計された。同様に、

偏回帰係数の 95%信頼区間の下限値を代入

すると、認知症に関する医療費の合計は

591,582,703 点、平均値は 31,190点と推計

された。 

最後に、本報告書の「認知症に関する費

用の将来推計」において用いる資料として、

認知症に関する医療費を年齢階級別に推計

し、表 2と表 3に示した。 

 

C-2 入院レセプト（DPC） 

C-2-1 認知症患者数と患者属性 

SDS のうち入院レセプトでは、患者個人を

識別する符号が付与されていないため、同

じ月に複数の医療機関に入院した場合は二

重にカウントされるといった問題がある。

しかし、そのような例はないと仮定すると、

93,708 人(男性 49,374人、女性 44,334人)

分のレセプトデータとみなすことができる。 

このうち、レセプトに認知症と記載された

者は、2,290人（男性 869人、女性 1,421

人）であった。表 4に示すように、60歳代

が 3%(80人)、70歳代が 21%(486人)、80歳

以上が 74%(1,703人)であった。なお、主病

名に認知症と記載された者は 125人であり、

医療資源を最も投入した病名に認知症と記

載された者は 68人であった。 

 

C-2-2 認知症に関する医療費 

DPC の入院レセプトでは 78,665,324 点で

あった。  

 

C-3 外来レセプト 

C-3-1 認知症患者数と患者属性 

SDS のうち、外来レセプトでは、患者個人

を識別する符号が付与されているが、保険

者の変更などによる影響で、個人の識別が

不完全になる場合も想定される。しかし、

そのような例はないと仮定すると、755,247

人(男性 325,241人、女性 430,006 人)分の

レセプトデータとみなすことができる。 

このうち、レセプトに認知症と記載された

者は、17,883 人（男性 5,478 人、女性 12,405

人）であった。年齢階級別にみると、60歳

代が 3%(616人)、70歳代が 25%(4,484人)、

80歳以上が 71%(12,694人)であった。なお、

主病名に認知症と記載された者は 4,176人

であった。 

 

C-3-2 モデル式 

合計点数を P、性別を SEX、年齢を AGE、

診療実日数を DAYS、各疾患の有無を DEM、

MI、CHF、PVD、CVD、CPD、RD、PUD、MLD、

DwoC、DWCC、HP、Ren、MAL、MSLD、MST、AIDS、

残差項をε とすると、モデル式を以下のよ

うに表す。 
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C-3-3 医療費：予測値と実測値の比較 

外来レセプトの医療費を推計するには、

個々の患者に対して上記のモデル式をあて

はめ、表 5に示した点推定値を代入する。

それらの合計は、2,069,086,771点であった。

一方、実際にかかった医療費は 2,069,086、

771 点であり、予測値と実測値の比をとると、

1(2,069,086,771/2,069,086,771)であった。

ここで、外来レセプトのうち認知症患者に

限定して医療費を予測すると 96,722,933点、

一方で、実際の医療費は 96,722,933点であ

り、両者の比は、1(96,722,933/96,722,933)

であった。なお、AICは 14,286,892であっ

た。 

C-3-4 認知症に関する医療費 

まず、認知症に関する医療費 PDEMを推計す

るため、以下のモデル式を用いた。 

これは、個々の認知症患者において認知

症以外の疾病がなかったと仮定した場合の

医療費を推計するモデルである。 

個々の認知症患者に対して、上記のモデ

ル式をあてはめ、β0からβ4に表 5の点推

定値を代入した結果、最大値は 46,270 点、

平均値は 3,960点、中央値は 3,314点、最

小値は 1,652点、合計は 70,812,638点であ

った。 

また、上記のモデル式に、偏回帰係数の

95%信頼区間の上限値を代入すると、認知症

に関する医療費の合計は 73,278,282点、平

均値は 4,098 点と推計された。同様に、偏

回帰係数の95%信頼区間の下限値を代入する

と、認知症に関する医療費の合計は 68,

346,994点、平均値は3,822 点と推計された。 

最後に、本報告書の「認知症に関する費

用の将来推計」において用いる資料として、

認知症に関する医療費を年齢階級別に推計

し、表 6と表 7に示した。 

C-4 2011年の認知症に関する医療費の合計 

これまでに推計した認知症に関する医療

費をまとめて、表 8に示した。表では、全

ての偏回帰係数を点推定値とした場合、95%

信頼区間の上限値とした場合、95%信頼区間

の下限値とした場合に分けて記載した。た

だし、DPCの入院レセプトにおける医療費は、

DPC 以外の入院レセプトにおける認知症に

関する 1人あたりの医療費をもとに推計し

たものであり、この点で他のレセプトにお

ける医療費と異なるため、下限値と上限値

の記載は省略した。 

表 8では、全国の医療費を推計するため、

SDS における医療費を抽出率で割り、さらに、

年間の医療費を推計するため、季節による

医療費への影響がないと仮定して、12倍し

た。その結果、全国の認知症に関する年間

の医療費を、入院医療で約 8,781億円、外

来医療で約 8,498億円、合わせて約 1兆 7278

億円と推計した。 

C-5 2014年の認知症に関する医療費の推計 

2011 年における 1人あたり医療費と性年

齢階級別の認知症患者数の割合は、2014年

においても同じであったと仮定して、また、

40歳以上の人口に限定して、2014年におけ

る医療費の推計をした。その結果、入院医

療費は 9,703 億円、外来医療費は 9,412億

円、合計で 1兆 9,114億円と推計した(表 9)。 

D. 考察 

まず、採択したモデル式に着目すると、

入院レセプトは各変数が乗法的な関係であ

る一方、外来レセプトは加法的な関係であ

る。一例として性別をみると、偏回帰係数

の推定値は、入院では-0.102、つまり

exp(-0.102)=0.88、外来では-151であった。

これは、性別が女性であることによって、

入院では男性に比べて医療費は 0.88倍とな

り、外来では医療費は 151点減ると解釈さ

れる。このように入院において、乗法的モ

デルが採択されたのは、外来に比べて提供

される医療の種類が多く、また量も多いこ

とが関係していると考えられる。 

次に、表 1と表 5に示したように、モデ

ル式における偏回帰係数の推定値に着目す

ると、入院レセプトでは患者の年齢の影響
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が大きく、外来レセプトでは疾病の影響が

大きいという傾向があった。これらを解釈

するため、患者の年齢が疾病の重症度を反

映するという仮定を置くと、入院において

は疾病より重症度の影響が大きく、外来に

おいては入院ほど重症例がないため疾病そ

のものの影響が大きくなったと受け取るこ

とができる。 

ここで、モデル式と偏回帰係数の推定値

をもとに、認知症が医療費に与える影響に

ついて解釈する。認知症がある場合、偏回

帰係数の推定値は、入院では-0.157、つま

り exp(-0.157)=0.854、外来では 1370であ

る。これは、認知症があることによって、

入院において医療費は 0.85倍、外来におい

て医療費は 1370点増えると解釈される。た

だし、本研究では、患者の性別と年齢、及

び診療実日数も加えて認知症による医療費

への影響を評価した。このように、認知症

と他の因子の医療費への影響を合わせて評

価したのは以下の理由による。まず、認知

症と年齢に強い相関があり、これらの因子

を独立に扱って医療費を推計するのは妥当

でないと判断したためである。なお、独立

変数間の多重共線性を検討した結果、VIF

（Variance Inflation Factor）は 10未満

であり、偏回帰係数の推定には問題はない

と判断した。次に、患者の性別・年齢・診

療実日数・認知症という変数間の交互作用

を調整することが困難であったためである。

これらの交互作用について、統計上の調整

を試みたが、交互作用が複雑に関係してお

り、調整を行うことによって認知症が他の

疾患の治療に与える影響も変化するため、

調整は断念した。 

研究の限界は 4つある。第 1は、我々の

データは単月であり、個々の認知症患者の

診断から治療の終わりまで含まれていない

ことである。加えて、我々のデータは全国

のレセプトから無作為抽出されたものであ

り、個々の認知症患者の病期はまちまちで

ある。一方で、認知症には急性期がないた

め、急性期がある疾患に比べて、病期によ

る医療費の違いは大きくないと考えられる

ため、1ヶ月の医療費を推計し、それを 12

倍することで年間の医療費とみなした。第 2

は、本研究における認知症患者数は実際よ

り少ないことである。これは、レセプトで

は治療行為を伴わない疾病は傷病名に記載

されないことが多くあるためである。その

結果、認知症による他の疾患の治療への影

響を全例で把握することができない一方、

主に認知症に対して治療する患者について

は捕捉できる。第 3に、認知症以外の疾病

が診療実日数に与える影響は取り除いてい

ないため、認知症以外の疾病によって診療

実日数が増える場合、本研究の方法では医

療費を過大に見積もる可能性がある。第 4

は、認知症に関連した医療行為の範囲の設

定が困難なことである。一例をあげると、

認知症患者に対して抗認知症薬以外に、抗

精神病薬、抗鬱薬、睡眠薬、抗不安薬が投

与されている場合、認知症の周辺症状とし

ての鬱状態・不眠・不安に対する投薬なの

か、あるいは他の疾患に対する投薬なのか、

レセプトのみでは判断できない。このため、

本研究では、対象とする医療行為の設定は

せず、モデル式を用いて医療費の推計を行

った。 

以上のように、本研究では限界がある上

で認知症に関する医療費を推計したため、

結果の解釈には十分な注意が必要である。

いくつかの限界を解決するには、個々の認

知症患者について診断から治療の終わりに

至るまで網羅したデータセットが必要であ

ろう。また、地域に関する情報、病院に関

する情報も含まれていれば、認知症に関す

る医療費を推計する上で有用と考える。 

E. 健康危険情報 
  なし 

F. 研究発表 
1. 論文発表
なし 
2. 学会発表
 なし 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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表 1 入院 (DPC以外)モデルの推定結果

変数名 係数 点推定値 標準誤差
切片 β0 8.635 0.016

女性 β1 -0.102 0.005

5-9歳 β2 0.834 0.036

10-14歳 β2 0.765 0.038

15-19歳 β2 0.442 0.034

20-24歳 β2 -0.129 0.027

25-29歳 β2 -0.525 0.022

30-34歳 β2 -0.463 0.021

35-39歳 β2 -0.153 0.021

40-44歳 β2 0.314 0.022

45-49歳 β2 0.380 0.022

50-54歳 β2 0.358 0.021

55-59歳 β2 0.367 0.020

60-64歳 β2 0.384 0.018

65-69歳 β2 0.441 0.019

70-74歳 β2 0.479 0.018

75-79歳 β2 0.477 0.018

80-84歳 β2 0.449 0.018

85歳以上 β2 0.415 0.017

診療実日数 β3 0.059 0.000

DEM β4 -0.157 0.007

MI β5 0.215 0.013

CHF β6 0.099 0.007

PVD β7 0.122 0.010

CVD β8 0.079 0.006

CPD β9 0.109 0.014

RD β10 0.162 0.014

PUD β11 0.129 0.006

MLD β12 0.048 0.007

DwoCC β13 0.144 0.025

DWCC β14 0.067 0.015

HP β15 0.193 0.012

RenD β16 0.121 0.010

MAL β17 0.253 0.007

MSLD β18 0.054 0.024

MST β19 0.272 0.014

AIDS β20 0.674 0.060
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表 2 入院認知症に関する医療費男性

年齢階級 患者数 平均値 平均の標準誤差
0-9歳 0 0 0

10-19歳 0 0 0

20-29歳 0 0 0

30-39歳 5 17,100 2,636

40-49歳 24 37,827 1,789

50-59歳 109 38,266 970

60-69歳 629 39,725 439

70-79歳 2,038 38,337 318

80歳以上 3,776 35,056 235

表 3 入院認知症に関する医療費女性

年齢階級 患者数 平均値 平均の標準誤差
0-9歳 0 0 0

10-19歳 0 0 0

20-29歳 1 23,463 0

30-39歳 1 22,910 0

40-49歳 14 34,510 2,494

50-59歳 69 35,582 993

60-69歳 489 36,354 445

70-79歳 2,394 35,112 262

80歳以上 9,418 32,658 129

表 4 入院医療 (DPC)における認知症患者数

年齢階級 男性 女性 合計
9歳以下 0 0 0

10～19歳 0 0 0

20～29歳 0 1 1

30～39歳 1 0 1

40～49歳 4 1 5

50～59歳 7 7 14

60～69歳 47 33 80

70～79歳 245 241 486

80歳以上 577 1,126 1,703

合計 869 1,421 2,290
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表 5 外来モデルの推定結果

変数名 記号 点推定値 標準誤差
切片 β0 317 15

女性 β1 -151 7

5-9歳 β2 -79 23

10-14歳 β2 -42 25

15-19歳 β2 -79 28

20-24歳 β2 1 28

25-29歳 β2 35 25

30-34歳 β2 109 24

35-39歳 β2 198 22

40-44歳 β2 297 22

45-49歳 β2 361 23

50-54歳 β2 378 22

55-59歳 β2 473 21

60-64歳 β2 441 19

65-69歳 β2 420 19

70-74歳 β2 407 19

75-79歳 β2 442 19

80-84歳 β2 396 20

85歳以上 β2 115 22

診療実日数 β3 615 1

DEM β4 1370 25

MI β5 774 32

CHF β6 809 15

PVD β7 883 17

CVD β8 569 13

CPD β9 344 32

RD β10 1645 24

PUD β11 757 12

MLD β12 210 11

DwoCC β13 1143 54

DWCC β14 1615 22

HP β15 684 53

RenD β16 9180 29

MAL β17 1655 14

MSLD β18 964 74

MST β19 4337 38

AIDS β20 10135 197
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表 6 外来認知症に関する医療費男性

年齢階級 患者数 平均値 平均の標準誤差
0-9歳 0 0 0

10-19歳 0 0 0

20-29歳 0 0 0

30-39歳 4 3,071 425

40-49歳 10 4,128 528

50-59歳 31 4,365 404

60-69歳 284 3,947 111

70-79歳 1,745 4,362 61

80歳以上 3,404 4,022 35

表 7 外来認知症に関する医療費女性

年齢階級 患者数 平均値 平均の標準誤差
0-9歳 0 0 0

10-19歳 0 0 0

20-29歳 2 2,153 0

30-39歳 2 2,569 308

40-49歳 6 3,507 497

50-59歳 34 4,084 490

60-69歳 332 4,087 146

70-79歳 2,739 4,165 48

80歳以上 9,290 3,796 22

表 8 認知症に関する医療費（2011年）（保険点数）

入院レセプト（DPCを除く） 入院レセプト（DPC） 外来レセプト 合計
SDS

　下限値 591,582,703 - 68,346,994 -

　点推定値 653,050,457 78,665,324 70,812,638 802,528,419

　上限値 720,925,722 - 73,278,282 -

全国
　下限値 5,915,827,030 - 6,834,699,400 -

　点推定値 6,530,504,570 786,653,240 7,081,263,800 14,398,421,610

　上限値 7,209,257,220 - 7,327,828,200 -

全国における 1年間
　下限値 70,989,924,360 - 82,016,392,800 -

　点推定値 78,366,054,840 9,439,838,880 84,975,165,600 172,781,059,320

　上限値 86,511,086,640 - 87,933,938,400 -
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表9　認知症に関する医療費　（2014年）
（百万円/年）

入院 970,279
外来 941,167
合計 1,911,446

*医療費には薬剤費も含まれる

*40歳以上
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研究要旨  
目的 
介護保険レセプトデータとすでに publish されているデータを用いて、日本における

2014 年の認知症の介護費を推計すること。 

方法 
某自治体における介護レセプトデータを重回帰分析等の手法を用いて解析し、認知症

の有無による介護費の比の推計を行い、その結果を全国の介護サービス受給者の要介護

度ごとの費用、人数等に外挿し、日本における認知症の介護費の推計を行った。介護費

は在宅介護費と施設介護費に分けて推計を行った。 

主な結果と考察 

日本における 2014年の介護費は 6兆 4,441億 500万円と推計された。介護費の内訳

として在宅介護費 3兆 5,281億 2,200万円、施設介護費 2兆 9,159億 8,300 万円であっ

た。 
 

A. 研究背景と目的 
世界的な高齢化に伴い、認知症患者の数

は全世界で急速に増加している。国際アル

ツハイマー協会が発表した世界アルツハイ

マーレポート 2009[1]では、2010年に全世

界で認知症患者は 3,560万人になるとして

いる。さらにその患者数は 20年ごとに倍増

し、2030年には 6,570万人、2050年には 1

億 1,540万人にまで至ると推計されている。

さらにこの推計は 2013年に発表された

Global Impact Dementia 2013-2050[2]で

2030 年には 7,600万人、2050年には 1億

3,500 万人になると改訂されている。 

また患者数の増加に伴い、社会的なコス

トも増大してきている。Wimoら[3, 4]によ

ると 2009年の認知症による社会的なコスト

は全世界で 4,220億ドルと推計され、この

値は 2005年の推計値である 3,150億ドルよ

り 34％増大しており、今後も更なるコスト

の増大が予測されている。 

社会的なコストという点では先進国にお

いてその負担はより顕著となっている。前

述の Wimoら[3]の推計ではその 74％が先進

国によって占められているとされる。例え

ば、Knappら[5]による報告ではイギリス全

土で 2009年の認知症患者数は約 70万人、

そして社会的コストは 170億ポンドと推計

されている。また Hurdら[6]の試算による

とアメリカにおける 2010年の認知症の社会

的コストは，総額で 1,570 億ドルから 

2,150 億ドルであったとされ、今後その費用

が増大していくことが示唆されている。ま

たこの総額は現時点でも癌や心臓疾患の費

用を上回るとされている。 

このような状況を踏まえ、多くの先進国

では、認知症を国家的に取り組むべき課題

と位置付け、その解決に取り組んでいる。   

イギリスでは、2007年 8月に政府が認知

症国家戦略策定を宣言してから、18 カ月の

準備を経て、2009年 2月に 5カ年計画の認
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知症国家戦略を発表した[7]。アメリカでは

全米アルツハイマー病プロジェクト法[8]

が 2011 年に採択され、オバマ大統領が署名

を行い、法制化されている。またフランス

では 16億ユーロの予算をかけアルツハイマ

ー病及び関連疾患に関する国家計画

2008-2012[9]という大規模な 5カ年計画が

大統領主導で作成され、現在もそれが実施

されている。 

日本でも厚生労働省が 2013年度から進め

ていた「認知症施策推進 5カ年計画（オレ

ンジプラン）」[10]をさらに発展させ、2015

年 1月に省庁横断で取り組む総合戦略「認

知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」

[11]が発表された。 

諸外国では、国家戦略の策定にあたって、

現状を的確に把握し、最適な解決策を提示

するために、まずは認知症患者数の実態を

把握し、その上で認知症が社会に及ぼす負

荷の大きさを社会的コストの形で明らかに

している。 

日本は朝田ら[12]によって、認知症の有

病率、有病者数の推計が発表されたが、社

会的なコストについての研究は筆者が知る

限りこれまでにほとんど実施されていない。 

そこで昨年度は日本における 2012年の認

知症の疾病費用のうち、直接費用である介

護費をすでに publishされている先行研究

や公的データより推計し、5 兆 4,705億

3,800 万円という結果を得た。 

しかし、昨年度の介護費の推計の問題点

として、過大評価の可能性があった。とい

うのは、昨年の推計では「認知症高齢者の

日常生活自立度」を基準として一定以上の

認知症状がある受給者の介護費をすべて認

知症の介護費としている。実際には、認知

症のみではなく、他の身体疾患や一般的な

加齢に伴う身体的な機能障害などによる介

護負担が併存しているはずである。しかし、

その費用を切り離すことは、昨年のデータ

からは困難であった。今年度の研究では実

際の介護レセプトデータを用いることで、

併存する身体疾患の影響を除外することが

可能かどうかを確認し、可能であればその

影響を除外した推計を行うこと、そしてそ

れが不可能であれば、認知症の有無に関わ

らず要介護度別平均介護費を一律で計算し

ていた昨年度の推定法ではなく、認知症の

有無による平均介護費の違いを算出し、全

体の介護費に反映させることを目的として

研究を行った。 

 

B. 研究方法 

1.重回帰分析を用いた介護レセプトの解析 

ⅰ.介護レセプトデータ 

Y市の協力を得て、同市の 2014年 5月分

の 65歳以上の要介護認定者、約 2,000 名の

介護レセプトのデータを解析の対象とした。 

介護レセプトと合わせて、主治医意見書

（病名、認知症高齢者の日常生活の自立度、

障害高齢者の日常生活自立度）、要介護認定

審査時の認定調査結果（認知症高齢者の日

常生活の自立度、障害高齢者の日常生活自

立度等）のデータも入手した。 

 

ⅱ.主治医意見書の妥当性 

当初、主治医意見書の診断名を介護レセ

プトデータと突合し重回帰分析を行うこと

で、合併症の影響を排除した介護費の推計

が可能になると想定していた。 

しかし、表 1に示すように主治医意見書

で認知症と診断名に記載されている割合が、

要介護認定調査における認知症（認知症を

示す基準である「認知症者の日常生活自立

度Ⅱ以上」）の割合よりも明らかに少なかっ

た。平成 22年度の介護給付費実態調査[13]

では同年度の全国における介護サービス受

給者は 493万人であり、また厚生労働省か

ら発表された「認知症高齢者の現状」[14]

では、平成 22年の認知症者は約 280 万人と

されている。従って、介護サービス受給者

における認知症の割合は約 6割と推定され、

介護認定調査の結果の妥当性が高いと考え

られた。そこで主治医意見書について詳し

く調べたところ、認知症者の日常生活自立

度がⅡ以上と記載されているにも関わらず、

認知症の診断名がついていないものが数多

く見られた。また主治医の専門の科の病名

しか記載されていない主治医意見書も多く

認められたため、認知症を専門としない主

治医の意見書の中には認知症に該当する状

態であったとしても認知症と病名を記載さ

れていないケースが数多く存在すると考え

られた。同様に他の合併症に関しても、そ

の病名の記載に関して主治医の専門による

偏りが生じていることが容易に考えられた。 

そのため主治医意見書の診断名を今回の

解析に用いることは難しいと判断し、当初
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の目的の一つであった介護費から認知症以

外の疾患の負担を除外することは諦め、要

介護認定審査時の認定調査結果のデータと

突合した介護レセプトデータを重回帰分析

等の手法を用いて解析し、認知症の有無に

よる平均介護費の違いを算出することを目

的に推計を行った。 

 

ⅲ. 重回帰分析の推計モデル式 

重回帰分析の推計モデル式の従属変数は

介護レセプト点数とした。独立変数として

は介護レセプト点数に影響を与えると考え

られる変数を候補として挙げた上で、検討

を加えた。具体的なモデル式と、独立変数

の候補としては以下となった。 

 

y=β1x1+β2x2+⋯+βnxn+α 
 
従属変数：ｙ=介護レセプト点数  

独立変数：xn= 

      認知症の有無、他の身体疾患、年齢、

性別、 要介護度、 障害高齢者の日常

生活自立度 

 

このモデル式で重回帰分析を行うと、認

知症の有無についての偏回帰係数が絶対値

として得られる。その値を直接的に全国の

データに外挿することは調査地域における

データの偏りから生じる影響を無視するこ

とになる。そのため認知症の有無による相

違をレセプト点数の比として求めるために

従属変数に対して対数変換を行った。推計

モデル式は以下となる。 
 

 logy=β1x1+β2x2+⋯+βnxn+α 
 

・「障害高齢者の日常生活自立度」は、「要

介護度」と共線性の問題を認めた。決定係

数を考慮し、「要介護度」のみを選択した。 

・「要介護度」をカテゴリー化しての分析も

行ったが、「要介護度」間で共線性の問題を

認めたため、「要介護度」のカテゴリー化は

採用しなかった。 

・「要介護度」別に層化した上での分析も行

ったが、「要介護度」ごとの N数が十分でな

く、有意な独立変数がほとんど得られなか

ったため、採用しなかった。 

結果として以下に示すように、独立変数

としては「認知症の有無」、「要介護度」、「年

齢」、「性別」の 4つを選択し、重回帰分析

を行った。 
 

logy=β1x1+β2x2+β3x3+β4x4+α  
 

従属変数：ｙ =介護レセプト点数  

独立変数： 

    X1＝認知症の有無 

X2＝要介護度 

X3＝年齢 

X4＝性別 
 

 

2．認知症有・無別の平均介護費の算出 

重回帰分析で得られた認知症の有無につ

いての偏回帰係数を対数変換し、認知症の

有無による介護レセプト点数の比を算出し

た。 

 推計式は以下となる。 

 

logy=β1x1+β2x2++β3x3+β4x4+α 
y=e(β1x1+β2x2++β3x3+β4x4+α) 

   =e(β1x1)×e(β2x2)×e(β3x3) 

×e(β4x4)×e(α)
 

     

y1/y0= eβ1 

 
       y1=認知症有の介護レセプト点数 

y0=認知症無の介護レセプト点数 

 

介護サービスごとの平均費用、要介護度

毎の認知症者の割合と、上記で算出した比

を用いて、認知症有・無別の平均介護費の

推計を行った。 

推計のモデル式は以下となる。 

 

Cave=Cnod×(1- Rdem)+Cdem×Rdem 
   =Cnod{(Cdem / Cnod -1)Rdem+1} 
  = Cnod{(eβ1-1)Rdem+1} 
 
Cnod= Cave / {(eβ1-1)Rdem+1} 
Cdem= Cnod×eβ1 

 
Cave=平均介護費 
Cnod=認知症無の平均介護費 
Cdem=認知症有の平均介護費 
Rdem=認知症者の割合* 
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3.介護費全体の推計 

ⅰ.在宅介護費 
在宅介護費のデータは平成 25年度及び平

成 26 年度の介護給付費実態調査[15, 16]を

もとにして、2014年 1月から同年 12月まで

の各月の在宅介護費を算出した。在宅介護

は要介護と要支援の認定を受けた被保険者

が対象となる。要介護に関しては居宅サー

ビス、地域密着型サービス、居宅介護支援

ごとに、要支援に関しては介護予防居宅サ

ービス、介護予防地域密着型サービス、介

護予防支援ごとにそれぞれ、要支援・要介

護度別のサービス受給者数に上記で求めた

認知症有の 1人あたりの平均介護費と、受

給者における認知症の割合を掛け合わせて

算出した。また年間の在宅介護費全体を月

平均の居宅サービス利用者数で割って、年

間 1人あたりの平均在宅介護費を算出した。 
受給者の認知症の割合については平成 25

年介護サービス施設・事業所調査結果[17]

のデータを利用した。この調査結果には在

宅介護サービス受給者の認知症に関するデ

ータがなかったため、訪問看護ステーショ

ン利用者における認知症の割合を示すデー

タを在宅の受給者のデータと等しいと仮定

して代用した。認知症高齢者の日常生活自

立度Ⅱ以上を認知症の基準とした。 
在宅介護費の推計モデル式は以下となる。 
 

Cdem-ltc-h-i = Nltc-ｈ-s-i×Cdem-ave-h-s-i 

×Rdem-h-s 
                                                 

Cdem-ltc-h  = Cdem-ltc-h-i    

   
    

Cdem-ltc-h-i = 認知症者の月間介護費（在宅） 
Nltc-h-s-i = i 月の要介護度 s の施設介護サービス利

用者数 
Cdem-ave-h-s-i=認知症者の i月の要介護度 sの平均介

護費（在宅）（月） 
Rdem-h-s=要介護度 s の施設入所者に占める認知症

者の割合 
Cdem-ltc-h  =認知症者の年間介護費（在宅） 
 

 

ⅱ.施設介護費 

施設介護費のデータは平成 25年度及び平

成 26年度の介護給付費実態調査[15, 16]を

もとにして、2014年 1月から同年 12月まで

の各月の施設介護費を算出した。施設介護

は要介護の認定を受けた被保険者のみが対

象となる。要介護度ごとの施設サービス受

給者数に上記で求めた認知症有の 1人あた

りの介護費と、受給者における認知症の割

合を掛け合わせて算出した。また年間の施

設介護費全体を月平均の施設サービス利用

者数で割って、年間 1人あたりの平均施設

介護費を算出した。 

受給者の認知症の割合については平成 25

年介護サービス施設・事業所調査結果[17]

のデータを利用した。認知症高齢者の日常

生活自立度Ⅱ以上を認知症の基準とした。 

施設介護費の推計モデル式は以下となる。 

Cdem-ltc-in-i = Nltc-in-s-i×Cdem-ave-in-s-i 

×Rdem-in-s 
                                                 

Cdem-ltc-in  = Cdem-ltc-in-i    

   
    

Cdem-lyc-in-i = 認知症者の月間介護費（施設） 
Nltc-in-s-i = i月の要介護度 sの施設介護サービス利

用者数 
Cdem-ave-in-s-i=認知症者の i 月の要介護度 s の平均

介護費（施設）（月） 
Rdem-in-s=要介護度 s の施設入所者に占める認知

症者の割合 
Cdem-ltc-in  =認知症者の年間介護費（施設） 
 

 

4.費用推計の原則 

 介護費は 2014年の 1年の費用を推計する

ものとし、推計にあたっては 2014年のデー

タを使用して費用の推計を行うことにした。

2014 年のデータが存在しない場合には、可

能な限り 2014年に近い年のデータで代用し

た。 

また断りのない限り、費用に関しては百

万円の単位で四捨五入を行っている。その

ために各数値の和が合計に一致しないこと

がある。 

 

C.結果 

1.介護レセプトデータの記述統計 

Y市の 2014年 5月分の 65歳以上の要介護
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認定者 2,245名の介護レセプトの記述統計

表を表 2に示す。 

 

2.重回帰分析の結果 

 Y市の介護レセプトのデータを用いて、居

宅サービス(介護予防居宅サービス)、居宅介

護支援(介護予防支援)、地域密着型サービス

(介護予防地域密着型サービス)、施設サービ

スごとに強制投入法を用いた重回帰分析を

行い、表 3～6の結果を得た。 

この分析を行う際、居宅サービス(介護予

防居宅サービス)、地域密着型サービス(介

護予防地域密着型サービス)、施設サービ 

スのうち、２つ以上のサービスを同時に利

用しているケースは解析の対象から除外し

た。 

 

3.認知症有、無別の介護費 

認知症の有無に関する偏回帰係数は居宅

サービス 0.34、居宅介護支援 0.33、地

域密着サービス 0.03、施設サービス 

0.02 と算出された。よって介護費の比はこ

れを対数変換し、居宅サービス 1.40、居

宅介護支援 1.39、地域密着サービス 

1.03、施設サービス 1.02であった(表 7)。 

この結果を利用し、認知症有・無別の平

均介護費は付表のように算出された。 

 

4.介護費 

在宅、施設における要介護（要支援）別

の認知症者の割合は平成 25年介護サービス

施設・事業所調査[17]を基にそれぞれ表 8、

9のように算出された。平成 25年度及び平

成 26 年度の介護給付費実態調査[15, 16]よ

り得られた介護サービスごとの受給者数、

上記の認知症有りの 1人あたりの平均介護

費額と上記の認知症者の割合を掛け合わせ

て、2014年各月の在宅、施設の介護費は表

10 のように算出された。以上より 2014年の

介護費は 6兆 4,441億 500万円と推計され

た。介護費の内訳として在宅介護費 3兆

5,281 億 2,200万円、施設介護費 2兆 9,159

億 8,300万円であった（表 11）。また 1人あ

たりの年平均介護費は在宅介護費 218.92万

円、施設介護費 352.91万円であった（表 12）。 
 

D. 考察 

本研究の結果、介護費は約 6.4兆円と推

計された。これは昨年度実施した 2012年の

推計値より１兆円ほど多くなっている。そ

の理由として、この 2年間で介護サービス

の利用者が増加したことが最も大きな要因

であると考えられた。さらに、今回は Y市

の介護レセプトデータから認知症の有無で

層別化した上で、要介護度ごとの平均利用

額を推計したが、その結果、居宅サービス、

居宅介護支援において、同じ要介護度でも

認知症者の平均利用額がそうでない群に比

べて有意に高いことが明らかとなった。そ

のことも介護費全体を押し上げる要因にな

ったと考えられる。 

筆者が知る限り、認知症に関連した介護

費の推計値はこれまでないため、その点に

おいて今回の研究結果は意義があるものと

考えられる。 

一方、今回の結果についてはいくつかの

限界も認められる。 

一つ目の限界は、介護費の推計値から認

知症以外の疾患の影響を除外できなかった

ことである。当初、Y市の介護レセプトデー

タと主治医意見書の診断名とを突合し、合

併症の影響を統計的に除外した上で、認知

症に関連した介護費を推計する予定であっ

た。しかし、前述の理由でそれが実施でき

なかった。そのため本研究においては、介

護費が過大推計されている可能性が残存す

る。この問題の解決のためには、介護レセ

プトと医療レセプトを統合して解析できる

体制の整備が必要になると考えられる。 

二つ目の限界は、在宅のサービス利用者

に占める認知症者の割合についてである。

筆者が知る限り、在宅サービス利用者全体

における認知症者の割合に関するデータは

存在しない。そのため、今回の研究では訪

問看護サービス利用者のデータを利用せざ

るを得なかった。しかしこの数値が、必ず

しも正確な割合を反映しているとは限らず、

結果を歪めている可能性は否定できない。

より正確な推計のためには、在宅サービス

利用者全体における認知症者の割合のデー

タの整備が必要になる。 

本研究の結果を解釈する際には、これら

の限界に十分に注意をする必要がある。 

 今回、介護レセプトを用いた重回帰分析

の結果では居宅サービスに関して同じ介護

度であっても認知症者の平均利用額は、そ

うでない群の 1.4倍に有意に上昇すること

が明らかとなった。今回の研究結果から、
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その理由を明らかにすることは困難である

が、例えば認知症の介護の必要性が過小評

価され、適切な介護度の評価が行われてい

ない可能性などが考えられる。 
 いずれにしても、この点に関して、本研

究から考察を深めることは困難であり、こ

れがどのような要因から発生するのか、更

なる研究が待たれる。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、慶應義塾大学医学部倫理委員

会の承認を得て実施された。 

 
E．健康危険情報 
  なし 
 
F．研究発表 
 1.   
論文発表 

 なし 
2.  学会発表 
 なし 
 
G．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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表 1 主治医意見書、介護認定調査の認知症割合 

 
 

 

 

表 2 介護レセプト 対象者の記述統計表  N=2245 

 
 

 

 

表 3 重回帰分析の結果 居宅サービス    N=1756 
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表 4 重回帰分析の結果 居宅介護支援    N=1677 

 
 

 

 

表 5 重回帰分析の結果 地域密着サービス  N=68 

 
 

 

 

表 6 重回帰分析の結果 施設サービス    N＝335 
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表 7 認知症の有無の偏回帰係数、認知症の有無による費用の比 

 
 

 

 

表 8 在宅における要支援・要介護別の認知症者の割合 

 
*平成 25年介護サービス施設・事業所調査結果を基に筆者が計算 
 

 

 

表 9 施設における要介護別の認知症者の割合

 
*平成 25年介護サービス施設・事業所調査結果を基に筆者が計算 
 

 

 

表 10 平成 26年各月の在宅、施設の介護費          単位：百万円                           
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表 11 在宅、施設介護費（年間）        単位：百万円 

 
 
 
 
表 12 在宅、施設介護費（年間 1人あたり）  単位：万円 
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認知症有・無別の平均介護費  
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厚生労働科学研究費補助金（認知症対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

わが国における認知症の経済的影響に関する研究 

認知症のインフォーマルケア時間の調査 

研究分担者    三村 將 慶應義塾大学医学部精神神経科学教室 教授 

研究協力者  色本 涼* 慶應義塾大大学院医学研究科/桜ヶ丘記念病院 

研究協力者  佐渡充洋 慶應義塾大学医学部精神神経科学教室 助教 

     *執筆担当者 
 

 

研究要旨  

目的  

 調査票による横断研究によって、認知症要介護者の要介護度ごとのインフォーマルケ

ア時間を明らかにすること。 

方法  

 認知症介護者を対象とした調査研究を行い、インフォーマルケア時間として日常生活

動作（Activity of Daily Living：ADL）と手段的日常生活動作（Instrumental Activity 

of Daily Living：IADL）を設定した場合の、要介護度別平均インフォーマルケア時間

を算出する（実測値）。また、調査票のサンプルから、重回帰モデルを用いてインフォ

ーマルケア時間を推計するためのモデル式を作成し、そのモデルを用いて、実測値同様

に要介護度別のインフォーマルケア時間の予測値を推計する。 

主な結果と考察   

 認知症要介護者 1人あたりの平均インフォーマルケア時間は、実測値による平均で

25.71 時間/週（標準偏差 20.47）と推計された。重回帰分析による予測値は、強制投

入法で 25.71時間/週（標準偏差 9.09）であることが明らかとなった。モデルの調整

済み決定係数は 0.181と必ずしも高いものではなかったが、平均値を予測する目的での

使用には問題ないと判断した。 

 

A. 研究背景と目的 

 

昨年度、先行研究から間接費用の推計方

法に関する文献レビューを行い、間接費用

の推計のためにはインフォーマルケア時間

のデータが必要であることが明らかとなっ

た。そこで、すでに publishされている報

告等において、認知症のインフォーマルケ

ア時間のデータ検索を行ったが、日本にお

けるインフォーマルケアコストを推計する

ために必要なインフォーマルケア時間のデ

ータは得られなかった。したがって昨年度

は、インフォーマルケア時間の調査および

推計方法を文献レビューし、インフォーマ

ルケア時間を調査するために必要なタイム

スタディの質問紙の開発を行った。今年度

は、調査票サンプルに基づく認知症要介護

者のインフォーマルケア時間を明らかにす

こと、および日本におけるインフォーマル

ケアコストを推計するためのモデル式を作

成することを目的に、昨年度作成したタイ

ムスタディ質問紙を使用し、認知症要介護

者の介護時間等に関する調査を行うことと

した。 

 

B. 研究方法 

【デザイン】 

調査票配布回収による横断研究 

 

【調査票】 

昨年度の研究において、recall 法に基づ

くタイムスタディの調査票を開発した。開
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発した質問紙を参考資料として巻末に示し

た。 

調査票の概要を以下に示す。 

① インフォーマルケアの内容 

 典型的な 1週間について、それぞれの曜

日におけるインフォーマルケア時間を質問

する。インフォーマルケア時間については、

以下の 3つに分けて調査を行った。 

a）日常生活動作（Activity of Daily 

Living：ADL）の介助に要した時間。具体的

には排泄、食事、着衣、整容、歩行、入浴

等の介助に要した時間。 

 b）手段的日常生活動作（Instrumental 

Activity of Daily Living：IADL）の介助

に要した時間。具体的には買い物、食事の

支度、掃除、洗濯、移動、服薬、金銭管理

等の介助に要した時間。 

 c）見守り（Supervision：SV）目視で確

認できる範囲で行動を観察し、行動把握を

行うために要した時間。具体的には食事時

の見守り等。 

② 介護サービスの影響 

 それぞれの日における通所サービス、訪

問サービスの時間を質問した上で、それぞ

れの曜日のインフォーマルケア時間につい

て回答してもらう。 

③ 調査票の構成 

 調査票は、全 4ページで、(1)認知症要

介護者に関する質問、(2)介護者に関する

質問、(3)インフォーマルケア時間に関す

る質問の 3つの質問群で構成されている。 

 なお、調査票には、研究協力者本人を特

定できるような個人情報は記載されない。 

 

【調査票の配布方法】 

 調査票用紙の配布は、一般社団法人日本

ケアラー連盟（以下、ケアラー連盟）およ

び医療機関を中心とした各研究協力機関が

行った。ケアラー連盟は、調査への協力を

了解した介護者組織等の介護者（研究協力

者）に、ケアラー連盟もしくは各々の介護

者組織から、直接もしくは郵送の形で配布

した。各研究協力機関は、研究機関内で研

究の告知を行い、研究協力に同意した介護

者に直接配布した。研究協力者は、調査票

用紙に、必要な項目を記入の上、それを郵

便で返送した。回答者には、①ケアラー手

帳、②クオカード（300円相当）のうち希望

する方を謝礼として郵送した。 

 

【調査対象者】 

調査対象者は以下の基準をみたすものと

した。 

a. 取込（採用）基準 

① 認知症要介護者の介護者であること 

② 研究協力者が満 20歳以上であること 

b. 除外基準 

① 認知症の診断がついていない要介護者

の介護者 

② その他、実務責任者が本研究の対象と

して不適当と判断した者 

 

【調査期間】 

調査票配布および回収は、2014 年 5月か

ら 2014年 12月に行った。 

 

【解析】 

要介護度別インフォーマルケア時間とし

て、まず 

① 要介護度で層別化してインフォーマル

ケア時間の平均値（実測値） 

を求めた。 

 次に、別の分担報告書「認知症のインフ

ォーマルケアコストの推計」で日本におけ

るインフォーマルケアコストを推計する際

に、日本における認知症要介護者のデータ

を外挿するモデルが必要となるが、そのモ

デルを作成すべく本調査サンプルを用いて

回帰分析を実施し、モデルの作成を行った。

最後に上記のモデルを用い、 

② 各サンプルの予測値を出し、要介護度で

層別化して要介護度ごとの平均値（予測

値） 

を求め、実測値と予測値の平均値を比較し、

モデルの妥当性を確認した。 

 なお、回帰分析を実施する際には、従属

変数にインフォーマルケア時間を設定し、

独立変数として、年齢、性別、要介護度、

同居者の有無、公的介護サービス利用時間、

身体合併症（高血圧、脳卒中（脳梗塞・脳

出血）、関節症・関節炎、心臓疾患、糖尿病、

精神疾患（うつ病、神経症など）、がん、肺

疾患、その他）、認知症の行動・心理症状（妄

想、幻視・幻聴、介護への抵抗、暴言、昼

夜逆転、徘徊、火の不始末、暴行、不潔行

為、異食行動、性的問題行動）を設定した。 

 インフォーマルケア時間については、睡

眠時間を最低 6時間見積もり、一日の上限
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値を 18 時間と設定した。 

なお、インフォーマルケア時間に SVを含

めるかどうかについては統一された見解が

あるわけでなく、さまざまな議論がある。

SV をインフォーマルケア時間に含めるべき

でないという論拠としては、SV は他の活動

と併行して行われることが多いため、機会

費用がそれほど発生しておらず、これを他

のケア同様に扱うと過大評価につながると

いうものである。一方、SVを含めるべきと

いう論拠としては、SVといえども他の行動

を制限されることもあり、これを含めない

と過小評価につながるといったことなどが

ある。 

これらの議論および「過大評価は可能な

限り避ける」という本研究の基本方針をふ

まえ、本研究では、ベースケースとしてイ

ンフォーマルケアに ADLと IADLのみを含め、

参考ケースとして ADL、IADL、SVを含めた

結果を提示することとした。 

解析は SPSS version 22および STATA 

version 13で実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、研究協力者が患者でなく介護

者であること、いかなる介入も実施されず、

介護時間、介護の負担度等の実態を調査す

るためのアンケート調査であること、介護

者組織や研究協力機関を通じて 4,000名以

上の介護者に調査票が郵送等の形で配布さ

れ、研究実施者等と直接面談することなく、

調査票を郵送の形で返却することになるこ

とから、各々の研究協力者から書面で同意

書を取得することは困難と考えた。よって、

本研究では、説明文書に、調査の題目、調

査の目的、協力の任意性、調査の方法、個

人情報の保護、研究成果の公表、問い合わ

せ先等、を記載した上で、本調査票に記入

し返送することで、本研究への参加に同意

したものとみなすことを合わせて明記した。 

本研究は、慶應義塾大学医学部倫理委員

会の承認を得て実施された。 

 

C. 結果 

【回収結果】 

調査票は、ケアラー連盟のネットワーク

と関連のある介護者組織、全国の医療機関

等の研究協力機関において計 4,236名に配

布された。回収数は計 1,685名であった。

回収率は 39.8%であった。 

解析にあたっては、以下の条件を満たす

調査票のみを対象とした。 

① 要介護認定を受けていて、要介護度が

明示されている 

② 回答者が認知症の診断を受けていない 

③ 要介護者の以下の項目について欠損値

がない 

・ 性別 

・ 年齢 

・ 同居者の有無 

・ 公的介護サービス利用時間 

・ 身体合併症（高血圧、脳卒中（脳梗塞・

脳出血）、関節症・関節炎、心臓疾患、

糖尿病、精神疾患（うつ病、神経症な

ど）、がん、肺疾患、その他）の有無 

・ 認知症の行動・心理症状（妄想、幻視・

幻聴、介護への抵抗、暴言、昼夜逆転、

徘徊、火の不始末、暴行、不潔行為、

異食行動、性的問題行動）の有無 

その結果、1,482件が解析対象となった。 

 

【サンプルの背景】 

サンプルの背景データを表 1—表 10に示

す。 

認知症要介護者の性別は男性 29.2％、女

性 70.8％であった（表 1）。平均年齢は 83.5

歳であった（表 2）。要介護度別人数では、

要介護 1（393人）、要介護 2（335人）、要

介護 3（297 人）が多く、以下、要介護 4、

要介護 5、要支援 2、要支援 1が続いた。認

知症要介護者のうち同居者がいるものは

86.9％、同居者がおらず単身生活のものは

13.1％であった（表 3）。認知症の行動・心

理症状の有無は、妄想（35.6％）、幻視・幻

聴（30.2％）、介護への抵抗（28.5％）が多

く、以下、暴言、昼夜逆転、徘徊、火の不

始末が続いた（表 4）。身体疾患の有無は、

高血圧（44.9％）、脳卒中（19.4％）、関節

症・関節炎（19.2％）が多く、以下、心臓

疾患、糖尿病、精神疾患、がん、肺疾患が

続いた（表 5）。 

介護者である回答者の性別は男性 26.7％、

女性 73.3％であった（表 6）。回答者の平均

年齢は 62.9 歳であった（表 7）。回答者の本

人との関係は、子（49.7％）、配偶者（30.0％）

が多く、以下、子の配偶者、その他、兄弟

姉妹が続いた。回答者のうち結婚している

ものは 80.0％で、未婚は 12.2％であった。
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回答者が本人と同居しているものは 80.7％

で、同居していないものは 19.3％であった。

認知症者 1人あたりの介護者の人数は平均

1.67 名であった（表 8）。 

回答者のうつ症状や不安症状等の精神症

状の評価尺度である、Kessler’s 

Psychological Distress Scale（以下、K6）

に関して、欠損値のない、1,438件を解析し

た結果、認知症者の要介護度が要介護 4

（8.87）、要介護 2（8.06）、要介護 3（8.06）

でそれぞれスコアが高く、以下、要支援 2、

要介護 1、要支援 1と続き、要介護 5で最も

低い値だった。重症精神障害のカットオフ

ポイントは 13であるが、K6スコアが 13以

上であった者の数は、要介護 4で 26.1%、要

介護 3 で 19.7%、要支援 2 で 19.0%と高く、

要介護 2、要介護 5と続いた（表 9）。 

都道府県ごとの回収数は、東京都（450

件）、千葉県（128件）、埼玉県（102件）と

関東地方からの回答の割合が高かった（表

10）。 

 

【インフォーマルケア時間（回答介護者の

み）】 

本研究で回答されたインフォーマルケア

時間は、調査票に回答した介護者 1名あた

りの介護に要する時間であった。 

 

①ADL+IADL（ベースケース） 

インフォーマルケア時間として、

ADL+IADLを含めた場合の、回答者の要介護

度別インフォーマルケア時間を表 11に示し

た。その結果、回答者のインフォーマルケ

ア時間/週（平均（標準偏差）)は、要支援

１で 11.01（13.51）、要支援２で 20.92

（24.05）、要介護１で 17.93（16.33）、要介

護２で 21.85（15.18）、要介護３で 26.05

（19.17）、要介護４で 32.27（21.88）、要介

護５で 36.75（22.03）、全体で 24.0（19.49）

時間であった。なお、インフォーマルケア

時間が上限の 126時間/週を超えるケースは

9件（0.6%）であった。 

 

②ADL+IADL+SV（参考ケース） 

インフォーマルケア時間として、

ADL+IADL+SVを含めた場合の、回答者の要介

護度別インフォーマルケア時間を表 12に示

した。その結果、回答者のインフォーマル

ケア時間/週（平均（標準偏差））は、要支

援 1で 24.27（26.16）、要支援 2で 44.30

（38.79）、要介護 1で 39.02（31.65）、要介

護 2で 48.15（31.95）、要介護 3で 53.04

（30.72）、要介護 4で 63.67（31.59）、要介

護 5で 68.53（33.61）、全体で 49.62（33.64）

時間であった。なお、インフォーマルケア

時間が上限の 126時間/週を超えるケースは

70件（4.7%）であった。 

 

【インフォーマルケア時間（要介護者 1人

あたり）】 

上記の結果は、回答介護者のみによるイ

ンフォーマルケア時間である。しかし認知

症者の介護に携わるのは、回答介護者 1人

のみとは限らず、複数の介護者で介護を実

施することもある。このため認知症要介護

者 1人に対して提供される総インフォーマ

ルケア時間を推計する場合、回答介護者 1

人によるインフォーマルケア時間を何らか

の形で補正する必要がある。本研究では、

介護者数によって介護時間を補正する方法

（人数補正法）で要介護者 1人あたりのイ

ンフォーマルケア時間を求めた。 

 仮に、主介護者と副介護者から偏りなく

回答者が構成されていれば、以下のように

補正できる。 

インフォーマルケア時間＝（回答介護者の

みのインフォーマルケア時間）×（介護者

の人数） 

 しかし実際には、回答者が主介護者であ

ることが多いことが想定された。その場合、

インフォーマルケア時間を人数倍すると、

インフォーマルケア時間を過大評価するこ

とになる。このため、複数人で介護を実施

している場合、回答されたインフォーマル

ケア時間を何倍するのが適切かを明らかに

するために回帰分析を実施した。具体的に

は、要介護者の年齢、性別、要介護度、介

護者数を独立変数に、インフォーマルケア

時間を従属変数に設定し、介護者が 1人増

えるごとに回答介護者のインフォーマルケ

ア時間がどれだけ少なくなっているかを明

らかにした。その結果、介護者が 1人増え

るごとに、回答されているインフォーマル

ケア時間は 0.895（1/1.117）倍になってい

ることがわかった。そのため、介護者人数

が n人の場合、回答者のインフォーマルケ

ア時間を 1.117(n-1)倍して、認知症要介護者

1人あたりのインフォーマルケア時間とし
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た。 

 

①ADL+IADL（ベースケース） 

インフォーマルケアを ADL+IADLとした場

合の要介護者 1人あたりのインフォーマル

ケア時間の結果を表 13に示す。 

要介護者 1人あたりのインフォーマルケ

ア時間/週（平均（標準偏差）)は、要支援 1

で 11.64（13.80）、要支援 2で 22.25（24.74）、

要介護 1で 19.25（17.29）、要介護 2で 23.44

（16.21）、要介護 3で 27.74（19.88）、要介

護 4で 34.54（22.33）、要介護 5で 39.62

（23.50）、全体で 25.71（20.47）時間であ

った。 

 

②ADL+IADL+SV（参考ケース） 

参考ケースとして、インフォーマルケア

を ADL+IADL+SVとした場合の要介護者 1人

あたりのインフォーマルケア時間の結果を

表 14 に示す。 

要介護者 1人あたりのインフォーマルケ

ア時間/週（平均（標準偏差））は、要支援 1

で 26.17（28.22）、要支援 2で 47.33（40.90）、

要介護 1で 41.52（32.99）、要介護 2で 51.39

（33.48）、要介護 3で 56.57（32.11）、要介

護 4で 67.84（31.72）、要介護 5で 72.80

（34.52）、全体で 52.89（35.04）時間であ

った。 

 

【重回帰分析によるインフォーマルケア時

間の推計】 

 別の分担報告書「認知症のインフォーマ

ルケアコストの推計」で日本におけるイン

フォーマルケアコストを推計する際に、日

本における認知症要介護者のデータを外挿

するモデルが必要となるが、そのモデルを

作成すべく本調査サンプルを用いて回帰分

析を実施し、インフォーマルケア時間の推

計モデルの作成を行った。従属変数として

インフォーマルケア時間を、独立変数とし

て性別、年齢、同居者の有無、介護サービ

ス利用時間、身体合併症（高血圧、脳卒中

（脳梗塞・脳出血）、関節症・関節炎、心臓

疾患、糖尿病、精神疾患（うつ病、神経症

など）、がん、肺疾患、その他）、認知症の

行動・心理症状（妄想、幻視・幻聴、介護

への抵抗、暴言、昼夜逆転、徘徊、火の不

始末、暴行、不潔行為、異食行動、性的問

題行動）を設定した。インフォーマルケア

時間に何を含めるかについては議論がある

が、昨年度実施した先行研究のレビュー結

果および過大評価を避けるという本研究の

基本方針をふまえ、ここでは、ADL+IADLを

インフォーマルケア時間として設定し、

ADL+IADL+SVについては参考ケースにとど

めた。 

 

【モデルの決定】 

従属変数であるインフォーマルケア時間

のヒストグラムを観察したところ、0 時間/

週に一定のサンプルが集中し、それ以外は、

ガンマ分布様の分布を呈していた。そのた

め当初は、tobit modelによる分析を想定し

た。tobit modelは、打ち切りデータを含む

サンプルに対して潜在関数を想定して解析

を行うモデルである。しかし、このモデル

を用いて解析を行ったところ、特にインフ

ォーマルケア時間が 0であるサンプルを比

較的多く含む低めの要介護度で、インフォ

ーマルケア時間の予測値が、実測値に比べ

て低めに乖離する傾向が認められた。これ

は、実測値 0について潜在関数を想定し、

実際にはインフォーマルケア時間がマイナ

スになる可能性を含んで推計を行うことに

よって生じた結果であるが、これは必ずし

も臨床的な感覚とは一致せず、モデルが実

態を適切に反映しない可能性が懸念された。

よって、本研究では重回帰モデルを用いて

分析を実施することとした。 

重回帰モデルの独立変数に関しては、年

齢のみ連続変数とし、それ以外の変数はす

べてカテゴリー変数として扱った。変数の

投入に関しては、強制投入法で解析を実施

した。重回帰分析の結果を表 17、表 18に示

す。 

 

① ADL+IADL（ベースケース） 

 上記モデルを用いて要介護度ごとの予測

値の平均値を求めたところ要介護者 1人あ

たりのインフォーマルケア時間/週（平均

（標準偏差））は、要支援 1で 11.64（4.64）、

要支援 2で 22.25（6.33）、要介護 1で 19.25

（5.40）、要介護 2で 23.44（5.48）、要介護

3で 27.74（6.07）、要介護 4で 34.54（5.28）、

要介護 5で 39.62（6.71）、全体で 25.71（9.09）

時間であった（表 15）。 

 

② ADL+IADL+SV（参考ケース） 
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 参考ケースとして、上記モデルを用いて

要介護度ごとの予測値の平均値を求めたと

ころ人数補正したインフォーマルケア時間

/週（平均（標準偏差））は、要支援 1で 26.17

（9.82）、要支援 2で 47.33（13.47）、要介

護 1で 41.52（12.08）、要介護 2で 51.39

（11.32）、要介護 3で 56.57（11.79）、要介

護 4で 67.84（10.37）、要介護 5で 72.80

（11.24）、全体で 52.89（16.32）時間であ

った（表 16）。 

 

D. 考察 

本研究で得られたインフォーマルケア時

間は要介護者 1人あたり週に 25.71時間で

あった。 

筆者が知る限り、日本において認知症の

インフォーマルケア時間はこれまで推計さ

れておらず、その点において本研究は意義

のあるものと考えられる。 

今回の研究では、インフォーマルケア時

間として、ADL＋IADLをベースケースとして

用いた。これに SVを含めるかどうかについ

ては一貫した見解が得られていない。先行

研究でも SVを含めるものと含めないものが

あり、その扱いをめぐっては議論がある。 

本研究では、前述の通り先行研究のレビ

ューの結果および過大評価を避けるという

基本方針をふまえ、ベースケースでは SVを

含めなかった。しかし参考ケースで示した

通り SV も含めるとその数値は 52.89時間/

週まで大きく増加する。そのため、今回の

数値の解釈には十分な注意を要する。 

また、要介護度とインフォーマルケア時

間の関係については、一般的に要介護度が

上がるにしたがいインフォーマルケア時間

も増加することが推察される。本研究でも、

要介護度とインフォーマルケア時間が正の

相関をもつ傾向があったが、介護度が要支

援 2から要介護 1に上がる場合のみ、イン

フォーマルケア時間が減少するという結果

が得られた。この理由を本研究の結果から

推測することは困難であるが、これが今回

のサンプルに特異的に認められることか、

一般的に認められることかについては今後

検証が必要と思われる。 

一方、本研究には、いくつかの限界も存

在する。 

一つ目の限界は recall biasの問題であ

る。本調査では、調査の実施可能性を鑑み、

1週間分の介護状況を 1度に記録する

recall 法を用いた。これはその都度記録し

ていく diary法と比較し、recall biasが生

じる可能性が高まる。これが一つの限界と

なる。 

二つ目の限界は在宅の介護サービス受給

者に推計の対象が限定された点である。本

研究においては、サンプルを認知症の重症

度で層化するかわりに要介護度を用いて層

化をおこなった。これは、今回のように大

規模な調査対象者に対して、認知症の重症

度を臨床的に評価することが現実的に困難

であったためである。このため介護保険を

利用していない在宅の認知症要介護者およ

び施設入所者は対象に含まれていない。 

本研究の結果を解釈する際にはこれらの

点への十分な注意が必要である。 

また、今回の結果から、全国のインフォ

ーマルケアコストを推計するため、全国デ

ータを反映することのできるモデルも作成

された。モデルの決定係数に関しては、

0.181 と低く、必ずしも十分なものとはいえ

なかった。これは、本推計が横断データに

基づく解析であることに起因するものと考

えられた。しかし、本研究の目的が、個々

の予測値を求めることではなく、全体もし

くは層別の予測値の平均を求めることであ

ることから、決定係数が高いことは必ずし

も必須ではないと考えられた。実際、要介

護度ごとのインフォーマルケア時間の平均

値は実測値と予測値の比が 1と誤差がなか

った。このことからこのモデルが日本にお

けるインフォーマルケアコスト推計のモデ

ルとして利用に耐えうると判断した。 
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NPO 法人つどい場さくらちゃん 

NPO 法人ほっとコミュニティえどがわ 

NPO法人福祉サポートセンターさわやか愛知 

TAMA 認知症介護者の会 いこいの会 

WAC 清水 

Wco 青い空 

あさか介護者サロンほっとの会 

荒川区男性介護者の会・オヤジの会 

アラジン・ケアラーズカフェ 

アラジン 

板橋介護家族とサポートボランティアの会 

板橋介護者支援の会 ひだまり 

いっぷくの会／ひとやすみの会 

岡山認知症の人と家族の会 

介護家族の集い さぎ草の会 

介護家族の会しゃぼん玉（NPO法人まめの会） 

介護サポーターズクラブ本庄 

介護者サロン ランプの灯 

介護者サロンひなまち 

介護者サロンカモミール 

介護者さろんてぃぽっと 

介護者支援の会窓陽 

介護者の集い アオシス 

介護者のつどい 東大和 

介護保険サポーターズ深谷 

家族介護者のつどい 

家族会レインボー 

きさらぎ会 

栗山町社会福祉協議会 

越谷介護者の会 

小平わかばの会 

彩星の会 

在宅介護家族の会 フェロー会 

在宅ケアを良くする会 
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（社福）さいたま市社会福祉協議会 

社会福祉法人グリーンコープ 

新宿介護者の会 

生活クラブ・ケアセンター世田谷 

男性介護者サポートネットワーク かいご

勝手 

男性介護者の会 つくし会 

男性介護者の会 みやび 

男性介護者の集い かずらの会 

男性介護を支援する会（京都） 

千葉生活クラブ 風の村 

鶴見区介護者の会・おりづる会 

ティータイム 

デイホーム桜ヶ丘 

てとりん 

東京ボランティアセンター 

豊島区土曜の会 

那須塩原の会、こだま社会福祉士事務所 

（一社）日本ケアラー連盟 

認知症介護者家族会ファミリー 

認知症介護者のおしゃべり会 

認知症介護の集い 花みずきの会 

認知症家族の会・青梅ネット 

認知症ケア町田ネット 

認知症の人を支える家族の会 木瓜の花 

認知症ラボ 

認定 NPO法人さいたま NPOセンター 

練馬介護者の会 

八王子保険生活協同組合 

八王子らむねっと 

ハラッパーズ 

阪神医療生活協同組合 

ひかりネットワーク 

ブーケの会（練馬認知症の人と家族の会） 

福祉クラブ生協協同組合 

府中介護者の会 

ぼちぼち野郎 

北海道社会福祉協議会 

ほっと・おおみや 

ほっとサロン 

ボランティアグループ深大寺こもれび 

マリネ 

みたか・認知症家族支援の会 

（社福）水俣市社会福祉協議会 

目黒介護者の会 

目黒認知症家族会 たけのこ 

ゆとりの会 

レビー小体認知症介護家族おしゃべり会 

ワーカーズ・コレクティブネットワークジャ

パン 

わあくす 

 

協力を得られた計 123機関についてその施

設名を記載する。 
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表 1 サンプル背景（性別） 

   
 

 

 

表 2 サンプル背景（年齢） 

    

    
 

 

 

表 3 サンプル背景（要介護度） 

   

    
 

 

 

性別 人数 （％）

男性 433 29.22
女性 1049 70.78

全体 1482

年齢（歳） 平均値 標準偏差

83.52 7.80

年齢階級 人数 （％）

64歳以下 32 2.16
65～69歳 48 3.24
70～74歳 94 6.34
75～79歳 215 14.51
80～84歳 367 24.76
85～89歳 414 27.94
90～94歳 236 15.92
95歳以上 76 5.13

全体 1482

同居者の有無 人数 （％）

同居者がいる 1288 86.91
同居者がいない 194 13.09

全体 1482

要介護度 人数 （％）

要支援１ 56 3.78
要支援２ 66 4.45
要介護１ 393 26.52
要介護２ 335 22.60
要介護３ 297 20.04
要介護４ 188 12.69
要介護５ 147 9.92

全体 1482
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表 4 サンプル背景（認知症の行動・心理症状の有無）（複数回答可） 

    
 

 

表 5 サンプル背景（身体疾患の有無）（複数回答可） 

    
 

 

表 6 サンプル背景（介護者の性別） 

    
  

精神症状 人数 （％）

妄想 527 35.56
幻視・幻聴 448 30.23
介護への抵抗 422 28.48
暴言 398 26.86
昼夜逆転 258 17.41
徘徊 244 16.46
火の不始末 220 14.84
暴行 115 7.76
不潔行為 114 7.69
異食行動 112 7.56
性的問題行動 25 1.69

合計 2883

精神症状数 平均値 標準偏差

1.95 1.80

身体疾患 人数 （％）

高血圧 665 44.87
脳卒中（脳梗塞・脳出血） 288 19.43
関節症・関節炎 284 19.16
心臓疾患 241 16.26
糖尿病 222 14.98
精神疾患（うつ病、神経症など） 211 14.24
がん 175 11.81
肺疾患 108 7.29
その他 347 23.41

合計 2541

身体疾患数 平均値 標準偏差

1.71 1.21

性別 人数 （％）

男性 396 26.72
女性 1086 73.28

全体 1482
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表 7 サンプル背景（介護者の年齢） 

    
＊ 2 例について介護者の年齢不明 

 

 

 

表 8 サンプル背景（介護者の属性他） 

    
＊ 4 例について本人との関係不明、2例について婚姻状況不明、2例について本人と

の同居の有無不明 

 

年齢（歳） 平均値 標準偏差

62.92 11.65

年齢階級 人数 （％）

～64歳 865 58.37
65～69歳 195 13.16
70～74歳 135 9.11
75～79歳 129 8.70
80～84歳 113 7.62
85～89歳 38 2.56
90～94歳 5 0.34
95歳以上 0 0.00

全体 1480

本人との関係 人数 （％）

配偶者 444 30.04
子 735 49.73
子の配偶者 246 16.64
兄弟姉妹 16 1.08
その他 37 2.50

全体 1478

婚姻状況 人数 （％）

結婚している 1180 79.95
未婚 180 12.20
離婚した 71 4.81
死別 45 3.05

全体 1476

本人との同居の有無 人数 （％）

同居している 1194 80.68
同居していない 286 19.32

全体 1480

介護者の人数 平均値 標準偏差

1.67 0.91
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表 9 サンプル背景（介護者の K6スコア） 

    
 

 

 

表 10 サンプル背景（都道府県ごとの回収数）  

 
 

＊ 16例について都道府県不明 

  

平均値 標準偏差
要支援１ 6.89 4.53 20 (37.7) 26 (49.1) 7 (13.2)
要支援２ 7.63 5.00 19 (30.2) 32 (50.8) 12 (19.0)
要介護１ 7.41 4.90 124 (32.3) 204 (53.1) 56 (14.6)
要介護２ 8.06 5.16 89 (27.3) 179 (54.9) 58 (17.8)
要介護３ 8.06 5.17 76 (26.3) 156 (54.0) 57 (19.7)
要介護４ 8.87 5.85 45 (25.0) 88 (48.9) 47 (26.1)
要介護５ 6.70 5.66 63 (44.1) 58 (40.6) 22 (15.4)
全体 7.79 5.23 436 (30.3) 743 (51.7) 259 (18.0)

k6 score（%）
4≦ 5-12 ≦13

人数 （％） 人数 （％）

北海道 51 3.44 滋賀県 34 2.29
青森県 1 0.07 京都府 5 0.34
岩手県 7 0.47 大阪府 52 3.51
宮城県 57 3.85 兵庫県 35 2.36
秋田県 0 0 奈良県 1 0.07
山形県 0 0 和歌山県 4 0.27
福島県 2 0.13 鳥取県 0 0
茨城県 0 0 島根県 1 0.07
栃木県 3 0.20 岡山県 46 3.10
群馬県 8 0.54 広島県 1 0.07
埼玉県 102 6.88 山口県 8 0.54
千葉県 128 8.64 徳島県 0 0
東京都 450 30.36 香川県 2 0.13
神奈川県 98 6.61 愛媛県 40 2.70
新潟県 0 0 高知県 0 0
富山県 17 1.15 福岡県 45 3.04
石川県 20 1.35 佐賀県 12 0.81
福井県 68 4.59 長崎県 4 0.27
山梨県 1 0.07 熊本県 27 1.82
長野県 1 0.07 大分県 7 0.47
岐阜県 6 0.40 宮崎県 0 0
静岡県 7 0.47 鹿児島県 71 4.79
愛知県 42 2.83 沖縄県 0 0
三重県 2 0.13

合計 1466
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表 11 要介護度別インフォーマルケア（ADL+IADL）時間(介護者あたり)(時間/週) 

表 12 要介護度別インフォーマルケア（ADL+IADL+SV）時間(介護者あたり) (時間/週) 

表 13 要介護度別インフォーマルケア（ADL+IADL）時間(補正あり）(時間/週) 

人数 平均 標準偏差 標準誤差

要支援１ 56 11.01 13.51 1.80

要支援２ 66 20.92 24.05 2.96

要介護１ 393 17.93 16.33 0.82

要介護２ 335 21.85 15.18 0.83

要介護３ 297 26.05 19.17 1.11

要介護４ 188 32.27 21.88 1.60

要介護５ 147 36.75 22.03 1.82

全体 1482 24.00 19.49 0.51

人数 平均 標準偏差 標準誤差

要支援１ 56 24.27 26.16 3.50

要支援２ 66 44.30 38.79 4.78

要介護１ 393 39.02 31.65 1.60

要介護２ 335 48.15 31.95 1.75

要介護３ 297 53.04 30.72 1.78

要介護４ 188 63.67 31.59 2.30

要介護５ 147 68.53 33.61 2.77

全体 1482 49.62 33.64 0.87

人数 平均 標準偏差 標準誤差

要支援１ 56 11.64 13.80 1.84

要支援２ 66 22.25 24.74 3.05

要介護１ 393 19.25 17.29 0.87

要介護２ 335 23.44 16.21 0.89

要介護３ 297 27.74 19.88 1.15

要介護４ 188 34.54 22.33 1.63

要介護５ 147 39.62 23.50 1.94

全体 1482 25.71 20.47 0.53
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表 14 要介護度別インフォーマルケア（ADL+IADL+SV）時間(補正あり) (時間/週) 

   
 

 

 

 

表 15 要介護度別インフォーマルケア（ADL+IADL）時間(補正あり) (予測値) (時間/週) 

   
 

 

 

 
表 16 要介護度別インフォーマルケア（ADL+IADL+SV）時間(補正あり) (予測値) (時間/週) 

   
 

  

人数 平均 標準偏差 標準誤差

要支援１ 56 26.17 28.22 3.77

要支援２ 66 47.33 40.90 5.03

要介護１ 393 41.52 32.99 1.66

要介護２ 335 51.39 33.48 1.83

要介護３ 297 56.57 32.11 1.86

要介護４ 188 67.84 31.72 2.31

要介護５ 147 72.80 34.52 2.85

全体 1482 52.89 35.04 0.91

人数 平均 標準偏差 標準誤差

要支援１ 56 11.64 4.64 0.62

要支援２ 66 22.25 6.33 0.78

要介護１ 393 19.25 5.40 0.27

要介護２ 335 23.44 5.48 0.30

要介護３ 297 27.74 6.07 0.35

要介護４ 188 34.54 5.28 0.39

要介護５ 147 39.62 6.71 0.55

全体 1482 25.71 9.09 0.24

人数 平均 標準偏差 標準誤差

要支援１ 56 26.17 9.82 1.31

要支援２ 66 47.33 13.47 1.66

要介護１ 393 41.52 12.08 0.61

要介護２ 335 51.39 11.32 0.62

要介護３ 297 56.57 11.79 0.68

要介護４ 188 67.84 10.37 0.76

要介護５ 147 72.80 11.24 0.93

全体 1482 52.89 16.32 0.42
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表 17 調査票を用いた重回帰分析の結果（ADL+IADL） 

変数 偏回帰係数 標準誤差 p値

年齢 0.171 0.066 0.010
性別（女性） 0.333 1.138 0.770
要支援１ （参照カテゴリー）
要支援２ 9.882 3.396 0.004
要介護１ 7.856 2.673 0.003
要介護２ 10.818 2.719 <0.001
要介護３ 15.087 2.785 <0.001
要介護４ 20.501 2.929 <0.001
要介護５ 24.444 3.039 <0.001
同居者（なし） -9.098 1.466 <0.001
幻視・幻聴 3.105 1.136 0.006
妄想 -1.105 1.103 0.317
昼夜逆転 3.332 1.351 0.014

暴言 0.923 1.288 0.474

暴行 7.386 2.055 <0.001

介護への抵抗 4.646 1.176 <0.001
徘徊 1.722 1.435 0.230
火の不始末 -3.533 1.414 0.013
不潔行為 -0.838 1.940 0.666
異食行動 -2.001 1.914 0.296
性的問題行動 -7.415 3.900 0.057
脳卒中（脳梗塞・脳出血） -0.366 1.265 0.772
心臓疾患 -0.445 1.335 0.739
高血圧 0.690 0.992 0.486
肺疾患 1.823 1.882 0.333
糖尿病 -1.770 1.380 0.200
がん 0.902 1.509 0.550
精神疾患（うつ病、神経症など） 1.589 1.406 0.258
関節症・関節炎 0.674 1.253 0.591
介護サービス利用時間 -0.087 0.031 0.005
切片 6.824 6.096 0.263

調整済み決定係数 0.1811
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表 18 調査票を用いた重回帰分析の結果（ADL+IADL+SV） 

変数 偏回帰係数 標準誤差 p値

年齢 0.159 0.112 0.156
性別（女性） -2.130 1.924 0.268
要支援１ （参照カテゴリー）
要支援２ 20.705 5.743 <0.001
要介護１ 16.811 4.520 <0.001
要介護２ 23.567 4.597 <0.001
要介護３ 27.987 4.709 <0.001
要介護４ 36.741 4.953 <0.001
要介護５ 40.770 5.138 <0.001
同居者（なし） -24.994 2.479 <0.001
幻視・幻聴 7.154 1.921 <0.001
妄想 -0.508 1.866 0.785
昼夜逆転 4.357 2.284 0.057

暴言 0.729 2.177 0.738

暴行 8.297 3.475 0.017
介護への抵抗 5.316 1.989 0.008
徘徊 8.019 2.426 0.001
火の不始末 -3.616 2.391 0.131
不潔行為 0.605 3.279 0.854
異食行動 -0.210 3.236 0.948
性的問題行動 -0.466 6.594 0.944
脳卒中（脳梗塞・脳出血） -0.134 2.139 0.950
心臓疾患 0.056 2.257 0.980
高血圧 0.522 1.677 0.755
肺疾患 0.277 3.182 0.931
糖尿病 -2.351 2.334 0.314
がん -1.726 2.551 0.499
精神疾患（うつ病、神経症など） 1.231 2.376 0.604
関節症・関節炎 1.876 2.118 0.376
介護サービス利用時間 -0.146 0.052 0.005
切片 43.543 10.308 <0.001

調整済み決定係数 0.2014
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厚生労働科学研究費補助金（認知症対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

わが国における認知症の経済的影響に関する研究 

認知症のインフォーマルケアコストの推計 

主任研究者    佐渡充洋* 慶應義塾大学精神神経科学教室 助教 

研究協力者  色本 涼 慶應義塾大学大学院医学研究科/桜ヶ丘記念病院 

       *執筆担当者 
 

 

研究要旨  

目的  

先に明らかになった要介護度別インフォーマルケア時間、およびすでに publishされ

ている全国データとを用いて、日本における 2014年の認知症の間接費用であるインフ

ォーマルケアコストを推計すること。 

方法  

 先に明らかになった、調査票に基づくインフォーマルケア時間の重回帰モデルに、全

国の要介護者の人口統計データを外挿し、日本における 2014年の認知症のインフォー

マルケアコストを推計する。推計の対象は公的介護サービスを利用している要介護者の

うち在宅で生活している要介護者とした。 

主な結果と考察  

インフォーマルケアに Activity of Daily Living（以下 ADL）と Instrumental Activity 

of Daily Living（以下 IADL）とを含めた場合、要介護者１人あたりのインフォーマル

ケア時間（時間/週）は、24.97（標準偏差 5.68）（要支援 1: 10.19、要支援 2: 21.81、

要介護 1: 18.92、要介護 2: 22.34、要介護 3: 26.82、要介護 4: 33.35、要介護 5: 38.16）

であることが明らかとなった。 

また、インフォーマルケアコストは総計で年間 6兆 1,584億円 (95%信頼区間:6兆

1,250 億円 — 6兆 1,918億円)と推計された。また要介護者 1人あたりの年間インフォ

ーマルケアコスト（万円/年）は、382.1 (95%信頼区間 380.0 – 384.2)（要支援 1: 100.8、

要支援 2: 340.0、要介護 1: 230.8、要介護 2: 313.6、要介護 3: 432.8、要介護 4: 565.4、

要介護 5: 682.3）と推計された。 本推計は、介護サービス受給者のみが推計の対象に

なっている。介護サービスを利用していない患者も推計に含めるとその額はさらに増大

すると考えられる。  

 

A. 研究背景と目的 

 先の分担研究、「認知症のインフォーマル

ケア時間の調査」の結果、要介護度ごとのイ

ンフォーマルケア時間が推計された。これら

の数値は、調査票のデータに基づくものであ

るが、このサンプルは必ずしも日本全国の要

介護者を代表するものでない。そのため、実

際の要介護度ごとのインフォーマルケア時

間と乖離が生じている可能性がある。そこで、

本研究では、既に publishされているデータ

から、日本における要介護者の人口統計デー

タを入手し、それらの値を先の研究で採用さ

れたモデル式に外挿する形で日本における

要介護度ごとのインフォーマルケア時間を

推計し、それと介護単価を掛け合わせること

で日本におけるインフォーマルケアコスト

を明らかにすることとした。 

 

B. 研究方法 

【基本的な解析方法】 
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 調査票のサンプルは必ずしも全国の要介

護者を代表していないため、年齢、性別、同

居者の有無、認知症の行動・心理症状

（Behavioral and Psychological Symptoms 

of Dementia: BPSD）、身体合併症、介護サー

ビス利用時間などの変数の分布が、全国デー

タのそれらと異なる可能性がある。そのため、

全国の要介護者の年齢、性別、同居者の有無

のデータについて、すでに publishされてい

るデータ等から直接もしくはそれらから推

計した値を入手した上で、調査票サンプルか

ら導出されたモデルにこれらの値を外挿し、

確率感度分析の手法を用いて、日本全国の要

介護度別インフォーマルケア時間を改めて

推計した。なお、BPSD、身体合併症の割合、

公的介護サービスの利用時間については、全

国の要介護者の適切なデータを特定するこ

とができなかったため、調査票のデータをそ

のまま使用した。 

 以上の結果から得られた全国の要介護度

ごとのインフォーマルケア時間と介護単価

を掛け合わせることで日本におけるインフ

ォーマルケアコストを推計した。 

【推計の対象】 

本推計では、技術的な制約からその対象は

介護サービスを利用している要介護者のう

ち在宅で生活しているものとした。介護サー

ビスの非利用者を対象に含めなかったが、そ

の理由は今回の推計で認知症の重症度を直

接評価することが困難で、要介護度を代替指

標としたことに伴うものである。介護サービ

スを利用していない要介護者については重

症度の評価が困難である。そのため、介護サ

ービスを利用していない要介護者および施

設入所している要介護者のインフォーマル

ケアコストについては推計の対象に入って

いない。 

【インフォーマルケアコストの設定】 

 インフォーマルケアには、日常生活基本動

作（Activity of Daily Living（以下 ADL））

と日常生活関連動作（Instrumental 

Activity of Daily Living（以下 IADL））、

見守り（Supervision（以下 SV））が含まれ

ることが多い。ただし、SVに関しては、イ

ンフォーマルケアコストに含める研究と含

めない研究とがあり、それに関して研究者間

で見解が一致している訳ではない。本研究で

は、過大評価を避けるという基本方針のもと、

ベースケースとしてのインフォーマルケア

には ADL、IADLのみを含めることとした。 

【全国のインフォーマルケア時間推計のた

めのモデル】 

 調査票の解析から得られた要介護度別イ

ンフォーマルケア時間の推計モデル(調査票

モデル)を利用した。なお、認知症以外の併

存症の影響を除外するため、上記モデルのう

ち、併存症（脳卒中(脳梗塞・脳出血)、心臓

疾患、高血圧、肺疾患、糖尿病、がん、精神

疾患(うつ病、神経症など)、関節症・関節炎）

の偏回帰係数については 0を設定した。 

【全国の要介護者データ】 

 年齢、性別については平成 25年度介護給

付費実態調査報告[1]からデータを入手した。

なお、年齢の分布について、平成 25年度介

護給付費実態調査報告[1]では、年齢階級ご

との人数しか報告がないため、各階級の中央

値と人数を積算した分布を想定し、その分布

から標準偏差を推計した。 

 同居者の有無については、日本の世帯数の

将来推計(全国推計) [2]からデータを入手

した。これについては、要介護度ごとのデー

タが特定できなかったため、日本の世帯数の

将来推計(全国推計) [2]から得られた 65才

以上の高齢者の独居割合（認知症以外の高齢

者も含む）が認知症患者についても要介護度

にかかわらずすべて当てはまると仮定し、こ

れを使用することとした。 

【要介護度別インフォーマルケア時間】 

 上記で求めた、全国の要介護者のデータの

うち、年齢、性別、同居者の有無について表

5に示す平均値および分布に従い、乱数を発

生させ、要介護度ごとにそれぞれ 10,000回

のマイクロシミュレーションを行い、擬似的

に 10,000例のインフォーマルケア時間の予

測値を発生させたうえで、要介護度ごとの平

均値、標準偏差、標準誤差を求めた。 

【インフォーマルケアコスト】 

 日本におけるインフォーマルケアコスト

は以下の式に従い推計された。 

Cicc = Nltc-s × Rdem-out-s ×Tic-s 

 × W × 52 

Cicc  = インフォーマルケアコスト（円/年） 

∑
=

7

1s
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Nltc-s  = 要介護度 sの居宅サービス利用者数   

 
Rdem-out-s  = 要介護度 sの居宅サービス利用者に

おける認知症利用者の割合  
 
Tic-s  = 要介護度 sの居宅サービス利用者におけ

るインフォーマルケア時間（時間/週）  
 
W = 介護単価 

 

【介護単価】 

 介護単価に何を設定するかについては、

様々な方法があり必ずしも見解が統一され

ている訳ではないが、代替費用もしくは遺失

賃金を設定する方法がよく用いられる。 

 代替費用法とは、インフォーマルケア時間

に、そのサービスを市場で購入した場合の費

用を掛け合わせて算出する方法である。しか

し、この代替費用法による推計に対しては、

過大評価に陥りやすいとの指摘がある。その

理由は以下のようなものである。 

 一つ目の理由は、現状ではインフォーマル

ケアの多くが市場価格でのサービスに置き

換わっていないという事実である。この事実

は、理論的には多くの介護者が市場価格でそ

のサービスを購入するだけの価値がないと

判断した結果と考えられる。したがって、イ

ンフォーマルケアの価格を市場取引される

価格とみなすことは過大評価となる可能性

がある。 

 もう一つの理由は、市場価格はあくまで専

門職の介護に対して設定されている単価で

あるということである。介護の専門職は一定

の訓練を受けており、家族介護者等に比べそ

の介護の質が高いと考えられる。 

 一方、遺失賃金法とは、介護者が介護をす

ることで失った賃金をインフォーマルケア

時間に掛け合わせて推計する方法である。遺

失賃金法を適応した場合にはインフォーマ

ルケアコストを過小評価する可能性がある。

なぜなら認知症の介護者は高齢者であるこ

とが多く、すでに退職している場合には、た

とえインフォーマルケアを提供しても理論

上遺失賃金が発生しないことになってしま

うからである。 

 以上のような両者の利点、欠点をふまえ、

本研究では、二つの方法を組み合わせてイン

フォーマルケアコストを推計することとし

た。具体的には、インフォーマルケア時間を

ADL と IADLとに分け、ADLには代替費用法を

IADLには遺失賃金法を適用する方法である。

ADL の代替費用には、介護サービスで身体介

護を利用した場合の介護報酬を、IADL の遺

失賃金には、前述の調査票（n=1,482）の介

護者の期待平均遺失賃金を適用した。 

 期待平均遺失賃金を推計するには、まず調

査票における介護者の性年齢別人数を算出

した。次に平成 26年賃金構造基本統計調査

[3]および平成 25年労働力調査年報[4]から

性年齢別平均賃金、労働参加率を抽出し、性

年齢別期待平均賃金を求めた。最後に、性年

齢別期待平均賃金を調査票の介護者の性年

齢別人数で加重平均し、それを期待平均遺失

賃金とし、IADLの単価とした。 

 なお、日本における介護者の性年齢別人数

分布は本調査票の介護者のそれと同じであ

ると仮定した。 

【感度分析】 

 前述の通り、インフォーマルケアコストは

単価に何を設定するかによって結果は大き

く変動する。そのためベースケースのほかに、

以下の 3つの方法で、感度分析を実施した。 

 

・ ケース 1  

 ADL、IADLとも遺失賃金 

 

・ ケース 2 

 ADL、IADLとも代替費用 

 

・ ケース 3 （ベースケースに SV追加） 

 ADL  代替費用 

 IADL 遺失賃金 

 SV   遺失賃金×0.5 

 

 解析は STATA ver 13で実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、慶應義塾大学医学部倫理委員会

の承認を得て実施された。 

 

C. 結果 

【全国のインフォーマルケア時間推計のた

めのモデル】 

 本推計で使用した ADL、IADL、SV推計のた

めの重回帰分析の結果を表 1-表 4に示す。 

【全国の要介護者データ】 

 調査票モデルに外挿した全国の要介護者
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のデータの平均値、標準偏差および想定した

分布を調査票サンプルのそれらとともに表5

に示す。 

 年齢については、要支援 1では全国データ

の方がやや低めであったが、要支援 2から要

介護 2までは両群にほとんど差を認めず、要

介護 3-5では全国データが若干高い傾向が

認められた。 

 性別に関しては、要支援 1、2において全

国データで女性の割合が高く、逆に要介護1、

2においては調査票サンプルで女性の割合が

若干高い傾向が認められた。同居者について

は、調査票サンプルの方が高かった。 

【介護単価】 

 代替費用は、ADL 4,955円/時間、IADL 2,360

円/時間、遺失賃金は 965円/時間、であるこ

とが明らかとなった。 

【要介護度別インフォーマルケア時間】 

 前記の方法で、要介護度ごとのインフォー

マルケア時間を推計した結果を表 6 に示す。

要介護度ごとの平均インフォーマルケア時

間（時間/週）の推計値は（平均（95％信頼

区間））は、全体で、24.97 （24.86 - 25.08）、

要支援 1で、10.19（10.09 - 10.29）、要支

援 2で 21.81（21.70 - 21.92）、要介護 1で

18.92（18.81 - 19.02）、要介護 2で 22.34

（22.23 - 22.45）、要介護 3で 26.82（26.70 

- 26.94）、要介護4で33.35（33.24 - 33.47）、

要介護 5で 38.16（38.04 - 38.29）であっ

た。 

 また、ADL、IADL、SVのそれぞれのインフ

ォーマルケア時間については、表 7-表 9の

通りの結果となった。 

【インフォーマルケアコスト】 

 前記の方法で、インフォーマルケアコスト

を推計した結果を表 10、表 11に示す。 

 要介護度ごとの居宅サービスの認知症利用

者数（千人）は要支援 1から要介護 5まで順

番に 92.6、 89.6、 385.7、 354.5、 273.4、 

223.9、 191.9の計 1,611.6（千人）と推計

された（表 10）。 

上記の認知症利用者数、インフォーマルケ

ア時間、介護単価を積算した結果、インフォ

ーマルケアコストは、年間 6兆 1,584億円 

(95%信頼区間:6兆 1,250億円 — 6兆 1,918

億円)と推計された。また要介護者 1人あた

りの年間インフォーマルケアコスト（万円/

年）は、382.1 (95%信頼区間 380.0 – 384.2)

（要支援 1: 100.8、要支援 2: 340.0、要介

護1: 230.8、要介護2: 313.6、要介護3: 432.8、

要介護 4: 565.4、要介護 5: 682.3）と推計

された（表 11）。  

【感度分析】 

 感度分析の結果を表 12-表 14に示す。イ

ンフォーマルケアコストは、すべて遺失賃金

を適用するケース 1では 2兆 0,191億円、す

べて代替費用を適用するケース 2では 7兆

6,301 億円、ベースケースに SVを追加する

ケース 3では 7兆 2,363億円に上ることが

あきらかになった。 

  ベースケースと感度分析の結果の比較を

表 15に示す。 

 

D. 考察 

 本研究の結果から日本における認知症の

インフォーマルケアコストは、総計で年間 6

兆 1,584億円であり、認知症者１人あたりの

インフォーマルケア時間は、24.97時間/週、

インフォーマルケアコストは、平均で 382.1

万円/年であることが明らかになった。 

 筆者らが知る限り、我が国で認知症のイン

フォーマルケアコストが全国レベルで推計

されたことはこれまでないことから、今回の

結果は重要な基礎データとなると考えられ

る。 

 一方、インフォーマルケアコストは単価に

何を設定するかによって結果が大きく異な

ってくる。感度分析の結果でも明らかなよう

に、すべて遺失賃金を当てはめた場合と、す

べて代替費用を当てはめた場合とでその差

は 3.5 倍以上にもなる。そのため、結果の解

釈には十分な注意が必要である。 

 今回は、代替費用として介護報酬を適用し

た（ADL 4,955円、IADL 2,360円）。一方で、

Hurd et al[5]は、アメリカにおける推計で

ADL、IADLともに 21ドル/時間（1ドル=120

円として、約 2,500円/時間）を単価に設定

し、Prince et al[6]はイギリスにおける推

計で ADLに 18ポンド/時間（1ポンド=150 円

で約 2,700円）を設定しており（IADL は不

明）、今回の推計と比較すると単価が低めに

設定されている。そのため今回の結果を海外

の結果と比較する際には、十分な注意が必要

である。 

 本研究にはいくつかの限界が認められる。 

 １つ目は、今回の解析の対象となったのが、

在宅で生活している認知症者のうち介護保

険の利用者に限定される点である。実際には、
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在宅で生活しながら介護保険を利用してい

ない認知症者も存在する。このような認知症

者も対象に加えるとインフォーマルコスト

はさらに増大すると考えられる。 

 ２つ目は、BPSD、介護サービスの利用時間

については適切な全国のデータを抽出でき

ず、調査票のデータに依拠している点である。 

 本研究の結果を解釈する際にはこれらの

限界に十分配慮する必要がある。 
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表 1 調査票を用いた重回帰分析の結果（ADL+IADL） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数 偏回帰係数 標準誤差 p値

年齢 0.171 0.066 0.010
性別（女性） 0.333 1.138 0.770
要支援１ （参照カテゴリー）
要支援２ 9.882 3.396 0.004
要介護１ 7.856 2.673 0.003
要介護２ 10.818 2.719 <0.001
要介護３ 15.087 2.785 <0.001
要介護４ 20.501 2.929 <0.001
要介護５ 24.444 3.039 <0.001
同居者（なし） -9.098 1.466 <0.001
幻視・幻聴 3.105 1.136 0.006
妄想 -1.105 1.103 0.317
昼夜逆転 3.332 1.351 0.014

暴言 0.923 1.288 0.474

暴行 7.386 2.055 <0.001

介護への抵抗 4.646 1.176 <0.001
徘徊 1.722 1.435 0.230
火の不始末 -3.533 1.414 0.013
不潔行為 -0.838 1.940 0.666
異食行動 -2.001 1.914 0.296
性的問題行動 -7.415 3.900 0.057
脳卒中（脳梗塞・脳出血） -0.366 1.265 0.772
心臓疾患 -0.445 1.335 0.739
高血圧 0.690 0.992 0.486
肺疾患 1.823 1.882 0.333
糖尿病 -1.770 1.380 0.200
がん 0.902 1.509 0.550
精神疾患（うつ病、神経症など） 1.589 1.406 0.258
関節症・関節炎 0.674 1.253 0.591
介護サービス利用時間 -0.087 0.031 0.005
切片 6.824 6.096 0.263

調整済み決定係数 0.1811
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表 2 調査票を用いた重回帰分析の結果（ADL） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数 偏回帰係数 標準誤差 p値

年齢 0.146 0.050 0.003
性別（女性） 0.952 0.855 0.265
要支援１ （参照カテゴリー）
要支援２ 7.378 2.551 0.004
要介護１ 3.419 2.008 0.089
要介護２ 6.201 2.042 0.002
要介護３ 10.678 2.092 <0.001
要介護４ 14.636 2.200 <0.001
要介護５ 18.442 2.282 <0.001
同居者（なし） -4.199 1.101 <0.001
幻視・幻聴 2.490 0.854 0.004
妄想 0.126 0.829 0.879
昼夜逆転 2.755 1.015 0.007

暴言 -0.496 0.967 0.608

暴行 4.676 1.544 0.002

介護への抵抗 2.613 0.883 0.003
徘徊 0.754 1.078 0.485
火の不始末 -3.133 1.062 0.003
不潔行為 -0.423 1.457 0.772
異食行動 0.169 1.438 0.907
性的問題行動 -6.167 2.929 0.035
脳卒中（脳梗塞・脳出血） 0.823 0.950 0.386
心臓疾患 -0.185 1.003 0.854
高血圧 -0.148 0.745 0.842
肺疾患 1.174 1.414 0.406
糖尿病 -0.947 1.037 0.361
がん -1.517 1.133 0.181
精神疾患（うつ病、神経症など） 1.928 1.056 0.068
関節症・関節炎 -0.420 0.941 0.655
介護サービス利用時間 -0.054 0.023 0.020
切片 -5.751 4.579 0.209

調整済み決定係数 0.1867
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表 3 調査票を用いた重回帰分析の結果（IADL） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数 偏回帰係数 標準誤差 p値

年齢 0.026 0.038 0.504
性別（女性） -0.619 0.659 0.348
要支援１ （参照カテゴリー）
要支援２ 2.504 1.967 0.203
要介護１ 4.437 1.548 0.004
要介護２ 4.617 1.575 0.003
要介護３ 4.408 1.613 0.006
要介護４ 5.865 1.696 0.001
要介護５ 6.002 1.760 0.001
同居者（なし） -4.899 0.849 <0.001
幻視・幻聴 0.615 0.658 0.350
妄想 -1.231 0.639 0.054
昼夜逆転 0.577 0.782 0.461

暴言 1.419 0.746 0.057

暴行 2.710 1.190 0.023

介護への抵抗 2.034 0.681 0.003
徘徊 0.969 0.831 0.244
火の不始末 -0.400 0.819 0.625
不潔行為 -0.416 1.123 0.711
異食行動 -2.170 1.108 0.050
性的問題行動 -1.247 2.259 0.581
脳卒中（脳梗塞・脳出血） -1.189 0.733 0.105
心臓疾患 -0.260 0.773 0.736
高血圧 0.838 0.574 0.145
肺疾患 0.648 1.090 0.552
糖尿病 -0.823 0.799 0.303
がん 2.419 0.874 0.006
精神疾患（うつ病、神経症など） -0.339 0.814 0.677
関節症・関節炎 1.094 0.725 0.132
介護サービス利用時間 -0.033 0.018 0.066
切片 12.575 3.531 <0.001

調整済み決定係数 0.0602
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表 4 調査票を用いた重回帰分析の結果（SV） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数 偏回帰係数 標準誤差 p値

年齢 -0.012 0.087 0.889
性別（女性） -2.464 1.498 0.100
要支援１ （参照カテゴリー）
要支援２ 10.823 4.470 0.016
要介護１ 8.955 3.519 0.011
要介護２ 12.749 3.579 <0.001
要介護３ 12.900 3.666 <0.001
要介護４ 16.240 3.855 <0.001
要介護５ 16.326 3.999 <0.001
同居者（なし） -15.896 1.930 <0.001
幻視・幻聴 4.048 1.496 0.007
妄想 0.597 1.452 0.681
昼夜逆転 1.025 1.778 0.564

暴言 -0.193 1.695 0.909

暴行 0.911 2.705 0.736

介護への抵抗 0.670 1.548 0.665
徘徊 6.297 1.888 0.001
火の不始末 -0.083 1.861 0.964
不潔行為 1.444 2.553 0.572
異食行動 1.791 2.519 0.477
性的問題行動 6.948 5.133 0.176
脳卒中（脳梗塞・脳出血） 0.232 1.665 0.889
心臓疾患 0.501 1.757 0.776
高血圧 -0.168 1.305 0.898
肺疾患 -1.546 2.477 0.533
糖尿病 -0.581 1.817 0.749
がん -2.628 1.986 0.186
精神疾患（うつ病、神経症など） -0.358 1.850 0.847
関節症・関節炎 1.202 1.649 0.466
介護サービス利用時間 -0.058 0.041 0.151
切片 36.719 8.024 <0.001

調整済み決定係数 0.0904
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表 5 調査票モデルに外挿した要介護者の全国データおよび対応する調査票のデータ 

 
*1 年齢は標準偏差。性別、同居者あり は標準誤差      

*2 平成 25年度介護給付費実態調査報告（平成 25年 5 月審査分～平成 26年 4月審査分）より引用 

*3 国立社会保障・人口問題研究所「「日本の世帯数の将来推計(全国推計)(2013(平成 25)年 1月推計)」

より引用       

*4 平成 26年度介護報酬より筆者が計算       

*5 調査票サンプルの性年齢別介護者数および平成 26 年賃金構造基本統計調査より筆者が計算 

*6 年齢の範囲を 0-110歳とし、110分の 1倍した数値がβ分布に従うと仮定し想定。 
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表 6 全国の要介護度別インフォーマルケア時間（ADL+IADL） （時間/週）

 
 

 

 

 

表 7 全国の要介護度別インフォーマルケア時間 (ADL) （時間/週）

 
 

 

 

表 8 全国の要介護度別インフォーマルケア時間 (IADL) （時間/週） 
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表 9 全国の要介護度別インフォーマルケア時間 (SV) （時間/週） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 10 要介護度別居宅サービス利用者数、認知症者数、インフォーマルケア時間（ADL+IADL） 

 
*1 利用者数は、居宅サービス利用者数。平成 26年の毎月の利用者数を平均した数値であるため、実利用者数と

は異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下限 上限

要支援1 480.3 0.193 92.6 10.19 10.09 10.29

要支援２ 584.4 0.153 89.6 21.81 21.70 21.92

要介護１ 839.8 0.459 385.7 18.92 18.81 19.02

要介護２ 799.1 0.444 354.5 22.34 22.23 22.45

要介護３ 493.9 0.554 273.4 26.82 26.70 26.94

要介護４ 350.8 0.638 223.9 33.35 33.24 33.47

要介護５ 240.1 0.799 191.9 38.16 38.04 38.29

計 3,788.4 0.4254172 1,611.6 24.97 24.86 25.08

平均値の95%信頼区間
平均

インフォーマルケア時間(時間/週)
利用者数
（千人）*1

認知症割合
認知症者数
（千人）
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表 11 インフォーマルケアコスト（ベースケース） 

 
*ADL:代替費用, IADL:遺失賃金, SV:なし 

 

 

 

 

 

 

表 12 インフォーマルケアコスト（感度分析：ケース１） 

 
*ADL:遺失賃金, IADL:遺失賃金, SV:なし 
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表 13 インフォーマルケアコスト（感度分析：ケース 2） 

 
*ADL:代替費用, IADL: 代替費用, SV:なし 

 

 

 

 

 

 

表 14 インフォーマルケアコスト（感度分析：ケース 3） 

 
*ADL:代替費用, IADL:遺失賃金, SV: 遺失賃金×0.5 
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表 15 インフォーマルケアコスト（ベースケースと感度分析の結果）（百万円） 

 
 

*介護単価は以下の通り  

ケース 1: ADL,IADLとも遺失賃金  

ケース 2: ADL,IADLとも代替費用  

ケース 3: ADL:代替費用,IADL:遺失賃金, SV:遺失賃金×0.5  
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厚生労働科学研究費補助金（認知症対策総合研究事業）

分担研究報告書

わが国における認知症の経済的影響に関する研究

認知症の社会的コストの将来推計

主任研究者   佐渡 充洋    慶應義塾大学精神・神経科学教室 助教

 研究協力者  馬場 俊明* 北海道大学大学院医学研究科博士課程  
  公衆衛生学分野、北海道立精神保健福祉センター

* 執筆担当者

研究要旨 

目的

わが国の人口変化による認知症患者数およびその社会的コストの変化の推計を行う。 
方法 

本研究班の他の分担研究で計算した認知症に関する 2011 年の医療費、2014年の介護

費およびインフォーマルケアコストを国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口に

よって変化させるモデルにより将来推計した。他のすべてのパラメーターは不変とした。

将来推計人口は、出生率が低位、中位、高位となる場合の 3種類をそれぞれ用いた。推

計は 2015年から 2060年までの 5年毎に計算した。2025年の GDP比推計値については、

認知症患者 1人あたりの各費用が 1人あたり GDPに比例して増加していくと仮定した場

合としない場合を計算した。 

結果 

2015 年から 2060年では、人口中位仮定において、各費用が最大になるのは、医療費

は 2055 年に 2兆 8,632億円、介護費 2060年に 11兆 3,142億円、インフォーマルケア

コストは 2060年に 10兆 1174億円になると推計された。認知症の社会的コスト（上記

3費用の合計）は 2015年に 15兆 89億円、2060年に 24兆 2,630億円となると推計さ

れた。対 GDP比は、2014年に合計 2.97%（医療費 0.39%、介護費 1.32%、インフォーマ

ルケアコスト 1.26%）、2025年に合計 4.14%（医療費 0.52%、介護費 1.87%、インフォー

マルケアコスト 1.75%）になると推計された（患者 1人あたりの費用が 1人あたり GDP

に比例して増加すると仮定した場合）。出生率を変化させた場合の影響は、いずれの費

用においても 2060年までほとんど観察されなかった。 

考察 

2055から60年に各費用が最大となると推計されるのは、認知症の有病率が最も高い

85歳以上の人口が2060年に最大となることが寄与していると思われた。本研究の限界

の一つは、外部の研究者による再計算または仮定の妥当性の検討が行われなかったこ

とである。 

結論 

2015 年から 2060年の間では、医療費は 2035 年、介護費とインフォーマルケアコス

トは 2040年まで上昇した後、一時減少するが、その後それぞれ 2055 年、2060 年に最

大となると推計された。 

A. 研究背景と目的 
 わが国および途上国を含めた世界全体

で、高齢化の進行による認知症患者数およ

びその社会的コストの増加が関心を呼ん

でいる。本研究は、わが国の人口変化によ

る認知症患者数およびその社会的コスト
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の変化の推計を行うことを目的とする。

B. 研究方法 

 本研究班の他の分担研究で計算した医

療費、介護費用、インフォーマルケアコス

トを国立社会保障・人口問題研究所の将来

推計人口によって変化させるモデルによ

り将来推計した。他のすべてのパラメータ

ーは不変とした。将来推計人口は、出生率

が低位、中位、高位となる場合の 3種類を

それぞれ用いた。推計は 2015年から 2060

年までの 5年毎に計算した。 

 医療費については、10歳ごとに層別化さ

れ、男女別に計算された人数および平均費

用をモデルに用いた（分担研究報告書「認

知症に関する医療費の推計」参照）。 

 介護費、インフォーマルケアコストにつ

いては、介護度で層別化し計算された平均

費用を用いた。これらの平均費用は、年齢

または性による層別化は行わずに計算さ

れた（分担研究報告書「認知症の介護費の

推計」、「認知症のインフォーマルケアコス

トの推計」参照）。 

 介護保険の利用者数は、平成 25年およ

び 26 年度 介護給付費実態調査（厚生労働

省）を用いた（本報告書各章参照）。介護

保険利用者における認知症の有病率は、平

成 25 年介護サービス施設・事業所調査の

結果を用いた。（図 6 年齢階級別認知症の

状況の構成割合《利用者票》（介護保険法

による利用者）における、認知症ありの割

合、厚労省、http://www.e-stat.go.jp/ ） 

 人口は、社会保障・人口問題研究所の将

来推計人口から、性・年齢層別の人口を用

いて、計算した。（日本の将来推計人口（平

成 24 年 1月推計） 推計結果表

http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohke

i/newest04/sh2401.asp）この推計人口は

毎年 10 月時点のものである。2011 年およ

び 2014 年の推計人口には表 1－9（2）、表

2－9（2）、表 3－9（2）男女年齢各歳別人

口を用いた。2015年以降の推計人口には表

1－9A、表 2－9A、表 3－9A 男女年齢 5歳

階級別人口（５年毎）を用いた。2011年お

よび 2014年を含むすべての人口は、2010

年の人口から推計されたもので、実際の人

口統計ではないことに注意が必要であ

る。

　割引率は0%と設定した。

 2014 年の対 GDP比の計算では、分母に

2014 年の内閣府による暦年、名目 GDP 暫定

値

（http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/me

nu.html）を用いた。2025年の実質 GDP は、

2014 年から 2025年までの GDP デフレータ

ーを用いて 2014年連鎖価格を計算した。1

人あたりの各疾病費用は 1. 一定である

という仮定、2．1人あたり GDP に比例して

増加していくという仮定、それぞれの下で

計算した。 

2025 年の名目 GDP、2014年から 2025年

までの GDPデフレーターおよび 1人あたり

GDP 増加率は三菱総合研究所による予測値

を用いた

（www.mri.co.jp/opinion/column/pr2014

0421pec01.pdf）。 

 本分担研究中のすべての計算には

Microsoft Excelを用いた。本研究の将来

推計モデルは、執筆担当者によって作成さ

れた後、主任研究者ほかにより計算式の確

認が行われた。 

C. 結果 

＜医療費＞ 

 図 1に各年齢層の将来推計人口の推移の

グラフを示す。40～64歳は一貫して減少傾

向であった。65歳～84歳までの 5歳ごと

のグループはいずれも対象期間内では二

峰性を示した。85歳以上に関しては、二峰

性ではなく、2040年に第一のピークを迎え、

再び 2060年に向かって増加を続けた。 

 図 2には、40、65、75、85歳以上の人口

の合計の推移を示した。40歳以上は 2020

年、65歳以上は 2040年、75歳以上は 2055

年、85歳以上は 2060年にそれぞれ最大と

なった。表 1に出生率中位仮定での、各年

齢層別の人口推計を示した。 

 表 2には、本研究班の他の分担研究で計

算された、患者数、認知症に関連する平均

医療費、年間の日本全体の医療費を年齢層

別、外来・入院（DPC、非 DPC）別に示す（再
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掲）。 

 表 3－1、3－2には、出生率が中位と仮

定した場合の認知症患者数と医療費の将

来推計を示した。 

 図 3に入院および外来の患者数の推移を

示す。概ね増加傾向を認めたが、2055年に

非 DPC 入院では 31.52万人、DPC入院では

3.98 万人、外来では 300.40万人と患者数

が最大になると推計された（出生率中位）。

図 4には各医療費の推移を示した。医療費

についても患者数と同様の傾向を示し、

2055 年に非 DPC入院では 1 兆 2,864 億円、

DPC 入院では 1,624億円、外来では 1兆

4,144 億円で最大となると推計された（出

生率中位）。 

出生率を変化させた場合の 2060年の総

医療費の変化率は、中位から低位、高位に

した場合にそれぞれ-0.017%、+0.017%だっ

た。 

＜介護費＞ 

 図 5には、介護サービス受給者数の推移

を示した。（受給者数は居宅サービスと施

設サービスの利用者数の合計で計算して

いる。）2040年から 2045年にかけて一時的

に減少するほかは、対象期間内は右肩上が

りとなった。受給者数は 2060年に 416.9

万人で最大となると推計された。 

 表 4 には、他の分担研究で計算された、

認知症を持つ介護サービス受給者 1人あた

りの年間費用を示した（再掲）。 

 図 6には、介護費のサービス種別の将来

推計を示した（出生率中位）。受給者数同

様に、2040年から 2045年にかけて一時的

に減少するほかは、対象期間内は右肩上が

りとなった。 

 表 5は出生率中位における介護費の推計

値を介護度・年齢層別に示した。対象期間

内では、総介護費は 2060年に 11兆 3,142

億円で最大となると推計された（出生率中

位）。このうち、居宅サービスは 4兆 4,035

億円、居宅介護支援は 4,088 億円、地域密

着型サービスは 1兆 859億円、以上 3サー

ビスの合計は 5兆 8,983億円、施設サービ

スは 5兆 4,160億円になると推計された

（出生率中位）。 

 出生率を変化させた場合の 2060年の総

介護費の変化率は、中位から低位、高位に

した場合にそれぞれ-0.038%、+0.038%だっ

た。 

＜インフォーマルケアコスト＞ 

 図 7にはインフォーマルケアコストの推

移を示した（出生率中位）。2040年から 2045

年にかけて一時的に減少するほかは、対象

期間内は右肩上がりとなった。2060年にイ

ンフォーマルケアコストは 10兆 1,173 億

円と最大になると推計された（出生率中

位）。 

出生率を変化させた場合の 2060 年の総

インフォーマルケアコストの変化率は、中

位から低位、高位にした場合にそれぞれ

-0.059%、+0.059%だった。 

＜社会的コスト＞ 

図 8には、認知症社会的コスト（前記 3

費用の合計）を示した。各費用とほぼ同様

に、2040年から 2045年にかけて一時的に

減少するほかは、対象期間内は右肩上がり

となった。社会的コストは 2060 年に 24兆

2,630 億円に達することが明らかになった。 

＜社会的コスト対 GDP比＞ 

表 Aには、2014年および 2025 年時点の

認知症社会的コストの対 GDP比の推計を示

した。2014年に 2.97%（うち医療費 0.39%、

介護費 1.32%、インフォーマルケアコスト

1.26%）であると計算された。仮定 1．（患

者 1 人あたりの各費用が一定）の下では、

2025 年に 3.55%（うち医療費 0.45%、介護

費 1.60%、インフォーマルケアコスト 1.50%）

になると推計された。仮定 2．（患者 1人あ

たりの費用が 1人あたり GDPに比例して増

加する）の下では、4.14%（うち医療費 0.52%、

介護費 1.87%、インフォーマルケアコスト

1.75%）になると推計された。 
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D. 考察 

 本分担研究では、人口推計により将来的

な社会的コストの変化を推計した。 

本研究の年齢層別の中で、85歳以上の人

口は認知症を持つ人の割合が最も高く、こ

の層の人口が概ね対象年を通じて増加傾

向であり、2060年で最大となる。このこと

が、医療費、介護費、インフォーマルケア

コストが、2035年または 2040年に一旦ピ

ークを迎えた後も概ね横ばいを続け、2060

年に今回推計を行った範囲内で最大とな

ることに寄与していると考えられる。 

 2011 年以降の出生率が高く、あるいは低

くなると予想した場合、40～65歳の人口は

2060 年より以前に影響を受け始めるが、認

知症の社会的コストはほとんど変化しな

かった。これは 2060年までに、認知症の

有病率がより高い年齢層の人口に影響が

及ばないことに起因すると思われる。 

 2011 年、2014年の各費用の推計値は、

分担報告書の値と一致しないが、これは、

計算過程の違いによるものである（本研究

では各サービスの利用者数の 10の位が四

捨五入されたものを用いて計算した各サ

ービス費用を合計したが、介護費の章では、

実際の合計人数の 10の位を四捨五入した

ものを計算に用いた）。いずれも 10000分

の 1前後の誤差であり、推計上支障はない

と判断した。 

（本研究の限界） 

 本研究における将来推計には、本研究班

の他の分担研究の結果を利用しているた

め、それぞれの分担研究の限界は本研究に

も基本的に当てはまるが、本章では省略す

る（本報告書の各章参照）。 

 本研究では、出生率以外は一定であると

いう仮説のもとで推計を行った。しかし、

例えば、死亡率、有病率の変化、治療・予

防・介護技術の効果または効率の改善が将

来起こった場合、認知症の社会的コストの

将来推計結果が変化することが考えられ

る。 

 介護サービス別利用者数は平成 26年 12

ヶ月間の平均であるのに対し、推計人口は

各年の 10月 1日時点のものであるため、3

ヶ月程度のずれが生じている。このことに

より、各費用が一定程度過小に推計されて

いる可能性がある。 

（倫理面への配慮） 

 本研究では、他の分担研究で計算された

平均費用と公表されている将来推計人口

のみを用いたため、特に倫理的な問題は懸

念されない。 

（参考文献） 

 なし(インターネット上のデータソース

は文中に記載した）。 
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図 1 人口の将来推計 年齢層別（出生率中位） 
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図 2 40 歳以上、65 歳以上、75 歳以上、85 歳以上の人口の推移（出生率中位） 
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（千人）

図 3 入院および外来患者数の将来推計（出生率中位） 

（兆円）

図 4 医療費の将来推計（出生率中位） 
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（千人） 

 
 
図 5 介護サービス受給者数の将来推計（出生率中位） 
 
 
 
（兆円） 

 
 
図 6 介護費の将来推計（出生率中位） 
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（兆円）

図７ インフォーマルケアコストの将来推計（出生率中位）

（兆円）

図 8 認知症社会的コストの将来推計（出生率中位） 
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表 A. 認知症社会的コストの対 GDP 比 
 
認知症の CoI
対 GDP 比 医療費 介護費 IC 費 合計 
2014 0.39% 1.32% 1.26% 2.97% 
2025（仮定 1） 0.45% 1.60% 1.50% 3.55% 
2025（仮定 2） 0.52% 1.87% 1.75% 4.14% 

 
CoI：Cost of illness（社会的コストの意） 
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Gender Age range
No of patients in

all Japan (in
thousands)

Mean medical
cost (thousand

yens)

National medical
cost per year
(million yens)

Total 40-59 2.2 370.9 9,612
60-69 11.2 382.5 51,317
70-79 44.3 366.0 194,628
80- 131.9 333.4 527,936

0.0 0
Male 40-59 1.3 381.1 6,082

60-69 6.3 397.3 29,985
70-79 20.4 383.4 93,758
80- 37.8 350.6 158,847

0.0 0
Female 40-59 0.8 354.5 3,531

60-69 4.9 363.5 21,333
70-79 23.9 351.1 100,870
80- 94.2 326.6 369,089

Total 40-59 0.2 370.1 844
60-69 0.8 383.3 3,680
70-79 4.9 367.4 21,426
80- 17.0 334.7 68,401

Male 40-59 0.1 381.9 504
60-69 0.5 397.3 2,241
70-79 2.5 383.4 11,271
80- 5.8 350.6 24,273

Female 40-59 0.1 354.0 340
60-69 0.3 363.5 1,440
70-79 2.4 351.1 10,154
80- 11.3 326.6 44,128

Total 40-59 8.1 41.5 4,038
60-69 61.6 40.2 29,735
70-79 448.4 42.4 228,241
80- 1,269.4 38.6 587,477

Male 40-59 4.1 43.1 2,119
60-69 28.4 39.5 13,452
70-79 174.5 43.6 91,340
80- 340.4 40.2 164,298

Female 40-59 4.0 40.0 1,919
60-69 33.2 40.9 16,283
70-79 273.9 41.7 136,901
80- 929.0 38.0 423,179

non-DPC

DPC

Outpatients

Table 2. Number of and mean and total healthcare cost for patients with dementia in 2011
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